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「滝川市　丸加高原伝習館とめん羊牧場」

谷山　哲也

　皆さまにおかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
　平素は空知商工信用組合に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　令和元年度の事業概況等を取り纏めましたので、ご高覧戴ければ幸いに存じます。
　新元号「令和」の発表とともに幕を開けた昨年度は、東京オリンピック・パラリンピックの
開催に向けた設備投資や、インバウンド消費の拡大などを受け、景気の回復基調が続い
ておりました。
　しかしながら、中国で発生した新型コロナウイルス感染症は、瞬く間に全世界へ広まり、
我が国でも日常生活や経済活動などに支障を来すほど感染が拡大しており、未だ終息
が見込めない状況に陥っております。
　当組合の主たる営業地域である空知地区においても、新型コロナウイルス感染症
拡大に伴う、事業活動の制限や外出自粛、各種イベントの中止などの影響は大きく、地域
経済へのダメージは計り知れないものとなっております。
　特に中小事業者の皆さまは、大変厳しい状況にあることから、当組合では地域金融
機関としての使命を果たすべく、資金需要や経営相談等への迅速な対応に努めており、
今後も役職員一丸となって取り組んでまいります。
　また、当組合においては「中小事業者等に対する金融機能強化計画」に基づき、一昨
年6か店、昨年1か店、合計7か店の店舗統廃合を実施するなど、収益性の向上や経営
態勢の再構築を図っております。
　当組合の令和2年3月末実績につきましては、預金積金残高は76,541百万円となり、対
前年同月末差2,562百万円減少となりましたが、地域の中小事業者の資金支援等に積
極的に取り組んだことなどから、貸出金残高は55,760百万円となり、対前年同月末差
3,769百万円増加したほか、当期純利益220百万円を計上することができました。
　令和2年度は、新型コロナウイルス禍でのスタートとなりましたが、当組合の経営理念で
ある「地域に親しまれ、頼れる金融機関」を目指し、充実した金融サービスの提供に努め、
地域の皆さまのために尽力してまいりますので、引き続きご愛顧賜りますよう、宜しくお願
い申し上げます。

令和2年7月
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沿革・あゆみ 空知しんくみの概要・組織図
〈 昭 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 和 〉

昭和28年

昭和33年

昭和35年
昭和36年
昭和37年

昭和38年
昭和39年
昭和40年
昭和42年

昭和43年
昭和51年

昭和52年
昭和53年
昭和55年

平成  8年
平成12年
 
平成１3年
平成14年
平成17年
平成18年
平成19年
平成20年

 
平成21年
平成25年
平成27年
 
平成28年

平成29年

平成30年

信組情報サービス共同オンライン加盟、同日全店ATM稼動
デビットカード取扱開始
郵貯とのキャッシュカード相互間利用提携開始
道央信用組合の事業の譲り受け
砂川支店移転（西１条北3丁目1番1号）
岩見沢支店イオンスーパーセンター三笠店出張所（ATM）開設
他行カードによる相互入金業務の提携開始
共同オンライン第5次システム開始、同日バックアップセンター稼動
セブン銀行との24時間CD提携開始
ATM定期預金取扱開始
長沼支店廃店
栗山支店長沼出張所（ＡＴＭ）開設
生命保険窓口販売開始
でんさいネット取扱開始
空知しんくみビジネスバンキング取扱開始
クラウドファンディング業務取扱開始
美唄市と「地方創生に関する包括連携協定」締結
富良野市と「地方創生に関する包括的地域連携協定」締結
三笠市と「地方創生に関する包括的地域連携協定」締結
砂川市と「地方創生に関する包括的地域連携協定」締結
株式会社Act Nowと地方創生に関する取組みに係る提携協力契約締結
北央信用組合及び札幌中央信用組合と3信用組合の包括的連携協力に関する協定締結
しんくみ間ATM通帳記帳提携開始
上富良野町と「地方創生に関する包括連携協定」締結
奈井江、三笠、美園、芦別、深川、上富良野の6支店廃店
奈井江、三笠、美園、芦別、深川、上富良野の6出張所（ＡＴＭ）開設

美唄信用組合として設立
美唄信用組合の名称で業務開始（大通り南３丁目）
空知商工信用組合と名称変更
岩見沢支店開設
砂川支店開設
本店店舗移転新築、営業開始(美唄駅前)
岩見沢支店店舗移転改築、営業開始(２条西４丁目)
砂川支店店舗移転改築、営業開始(西１条南１丁目)
長沼出張所開設(東３線北３号)
奈井江支店開設、営業開始(５２番地)
長沼支店昇格移転、営業開始(３６７番地)
砂川支店店舗移転改築(西１条北２丁目)
三笠支店開設、営業開始(多賀町11番地)
栗山支店開設、営業開始(中央２丁目)
岩見沢支店移転新築、営業開始(４条西２丁目)
本店店舗移転新築、営業開始(西２条南２丁目)
札幌支店開設、営業開始(白石区南郷通１３丁目)
美園支店開設、営業開始(美園６条７丁目)
栗山支店移転新築、営業開始(中央３丁目)
東苗穂支店開設、営業開始(東区東苗穂１０条３丁目)

〈 平 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 成 〉

〈 令 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 和 〉

■ 空知商工信用組合の概要  （令和２年３月３１日現在）

■ 組織図  (令和２年６月２３日現在)

創 　 立  昭和28年3月30日

本店所在地  美唄市西2条南2丁目1番1号

出 資 金  24億59百万円

預 金 量  765億41百万円

融 資 量  557億60百万円

店 舗 数  9店舗

役職員数　 99人
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11月  4日
3月  6日
4月  1日
7月  9日
11月18日
4月22日
1月  4日
5月  7日
5月  1日
7月  1日
12月  5日

8日
2月  1日
2月18日
1月13日
10月20日
5月25日
7月20日
10月12日
11月28日
3月30日
7月25日
10月  2日
1月16日
11月22日
11月26日

令和 元年 留萌支店廃店
留萌出張所（ＡＴＭ）開設

１０月１８日
１０月２１日

　3月30日
　4月10日
12月  5日
　7日

12月26日
8月28日
12月15日

17日
　8月  7日
9月11日
9月13日
10月11日
12月  4日
12月12日
11月24日
　29日

10月14日
11月28日
　7月  7日
10月23日

本店営業部 岩見沢支店 砂川支店 栗山支店

滝川支店 赤平支店 富良野支店

札幌地区

札幌支店 東苗穂支店

地域振興室地域振興室 監査部監査部

03 Report 2020 04Report 2020「美唄市　ふるさとの見える丘展望台」
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栗山支店移転新築、営業開始(中央３丁目)
東苗穂支店開設、営業開始(東区東苗穂１０条３丁目)

〈 平 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 成 〉

〈 令 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 和 〉

■ 空知商工信用組合の概要  （令和２年３月３１日現在）

■ 組織図  (令和２年６月２３日現在)

創 　 立  昭和28年3月30日

本店所在地  美唄市西2条南2丁目1番1号

出 資 金  24億59百万円

預 金 量  765億41百万円

融 資 量  557億60百万円

店 舗 数  9店舗

役職員数　 99人

総
務
課

経
理
課

研
修
課

総務部総務部

企
画
課

業

　務

推
進
課

総合企画部総合企画部

事

　
　務

セ
ン
タ
ー

事
務
課

事務部事務部
企
業
再
生

支
援
相
談
課

管
理
課

審
査
課

審査管理部審査管理部

監事会監事会

常勤監事常勤監事 常務会常務会

総代会総代会

理事会理事会

専務理事専務理事

理事長理事長

常務理事常務理事

11月  4日
3月  6日
4月  1日
7月  9日
11月18日
4月22日
1月  4日
5月  7日
5月  1日
7月  1日
12月  5日

8日
2月  1日
2月18日
1月13日
10月20日
5月25日
7月20日
10月12日
11月28日
3月30日
7月25日
10月  2日
1月16日
11月22日
11月26日

令和 元年 留萌支店廃店
留萌出張所（ＡＴＭ）開設

１０月１８日
１０月２１日

　3月30日
　4月10日
12月  5日
　7日

12月26日
8月28日
12月15日

17日
　8月  7日
9月11日
9月13日
10月11日
12月  4日
12月12日
11月24日
　29日

10月14日
11月28日
　7月  7日
10月23日

本店営業部 岩見沢支店 砂川支店 栗山支店

滝川支店 赤平支店 富良野支店

札幌地区

札幌支店 東苗穂支店

地域振興室地域振興室 監査部監査部
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◆地域の特性及び顧客目線に立った金融サービスの提供に努めます。
◆地域の発展に貢献できる人材の育成に努めます。
◆堅実経営を徹底し財務基盤の強化に努めます。

■総代会の仕組

総代会仕組図

信
用
組
合

出資・預積金・融資等

組合経営の
意思決定

立候補・推薦

選挙によって
選出

組合員の
意見集約

総代会
（最高意思決定機関）

総代会
（最高意思決定機関）

総代

組合員（お客様）

出席 討議

当組合は、職員出身者以外の理事６名の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員の意見の多面的な
反映に努めています。

常勤役員 非常勤役員

理 事 長

専 務 理 事

常 務 理 事

常 務 理 事

常 務 理 事

常 勤 監 事

谷 山 　 哲 也
伊 藤 　 智 徳
鈴 木 　 之 彦
工 藤 　 康 裕
長 谷 川 幸 寛
糸 川 　 明 範

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

員 外 監 事

野 村 　 敏 行
千 徳 　 晃 己
近 藤 　 寛 　
中 野 　 政 光
塩 尻 　 一 幸
西 出 　 勝 利
鈴 木 　 隆 司

■ 役員一覧（令和２年６月２３日現在）

■ 会計監査人の名称（令和２年６月２３日現在）
「監査法人ライトハウス」

「地域に親しまれ、頼れる金融機関」を目指します。 　総代は、当組合の「総代選挙規約」の定めるところにより、組

合員の中から公平に選出され、その任期は3年となっており、

組合員の代表として、総代会を通じ組合員の信用組合に対す

る意見や要望を、信用組合の経営に反映させる重要な役割を

担っています。

　総代の定数は、「100人以上115人以内」と定款で定めてい

ます。

■総代の選出方法、任期、定数

　信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動
を通じて経済的地位の向上を図ることを目的とした協同組合組織
金融機関です。また、信用組合には、組合員の総意により組合の意
思を決定する機関である「総会」が設けられており、組合員は出資
口数に関係なく、一人一票の議決権及び選挙権を持ち、総会を通
じて信用組合の経営等に参加することができます。
　しかし、当組合は組合員数が多く、総会の開催が困難なため、中
小企業等協同組合法及び定款の定めるところにより「総代会」を設
置しています。
　総代会は、総会と同様に組合員一人ひとりの意思が信用組合の
経営に反映されるよう、組合員の中から適正な手続きにより選挙

報告事項

１．令和元年度事業報告並びに貸借対照表及び損益計算書に

ついて

２．「定款」の一部変更について

議案

１．令和元年度剰余金処分(案)について

２．令和2年度事業計画(案)及び収支予算(案)について

３．役員（理事・監事）の退職金の支給方法（案）について

■第６７期通常総代会の報告（令和2年6月23日開催）

経営理念

経営方針

された総代により運営され、組合員の総意を適正に反映し、充
実した審議を確保しています。また、総代会は、当組合の最高
意思決定機関であり、決算や事業活動等の報告が行われると
ともに、剰余金処分、事業計画の承認、定款変更、理事・監事の
選任など、当組合の重要事項に関する審議、決議が行われます。

岩見沢支店

■総代の選挙区域・総代名簿（令和2年6月23日現在） （敬称略）

選
挙
区

19
（19）

9
（7）

9
（8）

12
（12）

9
（9）

3
（3）

5
（5）

4
（4）

5（5）

4（4）

5（5）

5（4）

4
（4）

定数
（現総代数） 氏 　 　 名

※氏名の後の「○」内の数字は就任回数を表しております。

22
（22）

営業店の属する行政区
選 挙 区 域

行政区

岩見沢市・新篠津村

砂川市・歌志内市・上砂川町

奈井江町・浦臼町
三笠市

栗山町・由仁町・夕張市・長沼町・
南幌町

札幌市・江別市･北広島市

滝川市・雨竜町・北竜町・
新十津川町

芦別市
赤平市

留萌市・増毛町・遠別町・天塩町･幌延町・
小平町・羽幌町・苫前町・初山別村

上富良野町・中富良野町・旭川市・
美瑛町・東川町・東神楽町・鷹栖町

富良野市・南富良野町・占冠村

深川市・沼田町・秩父別町・
幌加内町・妹背牛町

管轄店

砂川支店

岩見沢支店

栗山支店

札幌支店
東苗穂支店

滝川支店

赤平支店

滝川支店

富良野支店

滝川支店

美唄市・月形町本店営業部 美 唄 市

岩 見 沢 市

砂 川 市

奈 井 江 町
三 笠 市

栗 山 町

札 幌 市

滝 川 市

芦 別 市
赤 平 市

深 川 市

富 良 野 市

上富良野町

留 萌 市

1

2

3

4
5

6

7

8

9
10

11

12

13

14

阿部　雅成④

北野　信夫②

野村　敏行⑥

松岡　達也①

厚谷　義弘⑦

近藤　寛⑦

政安　清美①

山下　康治①

青木　祐嗣⑩

鷲尾　一彦⑧

池田　勝英⑤

折笠　真仁⑦

蛯名　秀人⑦

藤田　憲雄③

青野　圭次③

佐藤　嘉幸④

入井　浩樹③

牧野　勝好④

浅井　富雄④

石川　順一⑤

大谷　鉄平①

石塚　徳夫①

有我　充人②

熊木　利夫③

伊原　潤司①

工藤　光雄⑩

林　正芳②

山本　剛①

遠藤　英雄⑬

白戸　勇次③

三谷　隆治⑤

川口　繁樹③

太田　裕治⑤

小島　清博⑩

木藤　清⑦

松嶋　隆敏⑬

金山　公彦⑧

藤井　明房①

小田　朋弘⑤

米倉　愼一①

髙瀬　紳①

滝本　守②

笠松　昭伸⑥

市村　英規②

久保　儀之⑥

中川　修光⑥

上野　哲大②

佐藤　日出男④

坂東　久男②

米森　正仁①

奥野　賢一⑩

鈴木　安行①

南　利一⑦

北谷　武文④

島　不二彦⑦

関谷　泰明④

笹浪　崇⑤

金田　晴夫②

藤田　開⑦

塩尻　一幸⑥

和作　孝一⑤

藤岡　秀孝①

西出　勝利⑥

山腋　一範④

髙田　健一③

佐川　泰正⑥

本間　義雄⑤

門脇　忠夫⑦

背古　知良②

平鍋　孝仁④

渡辺　修⑤

小熊　信一⑤

田島　洋一⑦

目谷　直樹②

榊原　洋子①

千徳　晃己⑤

渡辺　博人⑦

砂田　正樹④

櫛部　哲明③

古田　光生①

嶋田　久夫⑥

宗方　裕之④

松尾　和俊⑥

橋場　和之⑤

立松　雅幸④

米倉　浩三⑥

川浪　均④

高橋　一裕②

広瀬　勝犠⑨

河原　裕行④

寺田　義弘⑤

本山　博司②

武田　昭二⑪

古屋　吉和①

中野　政光⑨

小林　昭久⑦

丸山　昭一②

田端　千裕①

宮川　徹④

中川　一男⑥

岸山　一郎⑦

永井　仁④

細田　光人⑤

久藤　弘行④

冨岡　芳明⑤

山崎　雅道③

二宮　健志⑧

日原　潤一③

坂上　一樹③

米内　勇①

芳賀美津男①

議案は全て原案のとおり承認されました。
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◆地域の特性及び顧客目線に立った金融サービスの提供に努めます。
◆地域の発展に貢献できる人材の育成に努めます。
◆堅実経営を徹底し財務基盤の強化に努めます。

■総代会の仕組

総代会仕組図

信
用
組
合

出資・預積金・融資等

組合経営の
意思決定

立候補・推薦

選挙によって
選出

組合員の
意見集約

総代会
（最高意思決定機関）

総代会
（最高意思決定機関）

総代

組合員（お客様）

出席 討議

当組合は、職員出身者以外の理事６名の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員の意見の多面的な
反映に努めています。

常勤役員 非常勤役員

理 事 長

専 務 理 事

常 務 理 事

常 務 理 事

常 務 理 事

常 勤 監 事

谷 山 　 哲 也
伊 藤 　 智 徳
鈴 木 　 之 彦
工 藤 　 康 裕
長 谷 川 幸 寛
糸 川 　 明 範

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

員 外 監 事

野 村 　 敏 行
千 徳 　 晃 己
近 藤 　 寛 　
中 野 　 政 光
塩 尻 　 一 幸
西 出 　 勝 利
鈴 木 　 隆 司

■ 役員一覧（令和２年６月２３日現在）

■ 会計監査人の名称（令和２年６月２３日現在）
「監査法人ライトハウス」

「地域に親しまれ、頼れる金融機関」を目指します。 　総代は、当組合の「総代選挙規約」の定めるところにより、組

合員の中から公平に選出され、その任期は3年となっており、

組合員の代表として、総代会を通じ組合員の信用組合に対す

る意見や要望を、信用組合の経営に反映させる重要な役割を

担っています。

　総代の定数は、「100人以上115人以内」と定款で定めてい

ます。

■総代の選出方法、任期、定数

　信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動
を通じて経済的地位の向上を図ることを目的とした協同組合組織
金融機関です。また、信用組合には、組合員の総意により組合の意
思を決定する機関である「総会」が設けられており、組合員は出資
口数に関係なく、一人一票の議決権及び選挙権を持ち、総会を通
じて信用組合の経営等に参加することができます。
　しかし、当組合は組合員数が多く、総会の開催が困難なため、中
小企業等協同組合法及び定款の定めるところにより「総代会」を設
置しています。
　総代会は、総会と同様に組合員一人ひとりの意思が信用組合の
経営に反映されるよう、組合員の中から適正な手続きにより選挙

報告事項

１．令和元年度事業報告並びに貸借対照表及び損益計算書に

ついて

２．「定款」の一部変更について

議案

１．令和元年度剰余金処分(案)について

２．令和2年度事業計画(案)及び収支予算(案)について

３．役員（理事・監事）の退職金の支給方法（案）について

■第６７期通常総代会の報告（令和2年6月23日開催）

経営理念

経営方針

された総代により運営され、組合員の総意を適正に反映し、充
実した審議を確保しています。また、総代会は、当組合の最高
意思決定機関であり、決算や事業活動等の報告が行われると
ともに、剰余金処分、事業計画の承認、定款変更、理事・監事の
選任など、当組合の重要事項に関する審議、決議が行われます。

岩見沢支店

■総代の選挙区域・総代名簿（令和2年6月23日現在） （敬称略）

選
挙
区

19
（19）

9
（7）

9
（8）

12
（12）

9
（9）

3
（3）

5
（5）

4
（4）

5（5）

4（4）

5（5）

5（4）

4
（4）

定数
（現総代数） 氏 　 　 名

※氏名の後の「○」内の数字は就任回数を表しております。

22
（22）

営業店の属する行政区
選 挙 区 域

行政区

岩見沢市・新篠津村

砂川市・歌志内市・上砂川町

奈井江町・浦臼町
三笠市

栗山町・由仁町・夕張市・長沼町・
南幌町

札幌市・江別市･北広島市

滝川市・雨竜町・北竜町・
新十津川町

芦別市
赤平市

留萌市・増毛町・遠別町・天塩町･幌延町・
小平町・羽幌町・苫前町・初山別村

上富良野町・中富良野町・旭川市・
美瑛町・東川町・東神楽町・鷹栖町

富良野市・南富良野町・占冠村

深川市・沼田町・秩父別町・
幌加内町・妹背牛町

管轄店

砂川支店

岩見沢支店

栗山支店

札幌支店
東苗穂支店

滝川支店

赤平支店

滝川支店

富良野支店

滝川支店

美唄市・月形町本店営業部 美 唄 市

岩 見 沢 市

砂 川 市

奈 井 江 町
三 笠 市

栗 山 町

札 幌 市

滝 川 市

芦 別 市
赤 平 市

深 川 市

富 良 野 市

上富良野町

留 萌 市

1

2

3

4
5

6

7

8

9
10

11

12

13

14

阿部　雅成④

北野　信夫②

野村　敏行⑥

松岡　達也①

厚谷　義弘⑦

近藤　寛⑦

政安　清美①

山下　康治①

青木　祐嗣⑩

鷲尾　一彦⑧

池田　勝英⑤

折笠　真仁⑦

蛯名　秀人⑦

藤田　憲雄③

青野　圭次③

佐藤　嘉幸④

入井　浩樹③

牧野　勝好④

浅井　富雄④

石川　順一⑤

大谷　鉄平①

石塚　徳夫①

有我　充人②

熊木　利夫③

伊原　潤司①

工藤　光雄⑩

林　正芳②

山本　剛①

遠藤　英雄⑬

白戸　勇次③

三谷　隆治⑤

川口　繁樹③

太田　裕治⑤

小島　清博⑩

木藤　清⑦

松嶋　隆敏⑬

金山　公彦⑧

藤井　明房①

小田　朋弘⑤

米倉　愼一①

髙瀬　紳①

滝本　守②

笠松　昭伸⑥

市村　英規②

久保　儀之⑥

中川　修光⑥

上野　哲大②

佐藤　日出男④

坂東　久男②

米森　正仁①

奥野　賢一⑩

鈴木　安行①

南　利一⑦

北谷　武文④

島　不二彦⑦

関谷　泰明④

笹浪　崇⑤

金田　晴夫②

藤田　開⑦

塩尻　一幸⑥

和作　孝一⑤

藤岡　秀孝①

西出　勝利⑥

山腋　一範④

髙田　健一③

佐川　泰正⑥

本間　義雄⑤

門脇　忠夫⑦

背古　知良②

平鍋　孝仁④

渡辺　修⑤

小熊　信一⑤

田島　洋一⑦

目谷　直樹②

榊原　洋子①

千徳　晃己⑤

渡辺　博人⑦

砂田　正樹④

櫛部　哲明③

古田　光生①

嶋田　久夫⑥

宗方　裕之④

松尾　和俊⑥

橋場　和之⑤

立松　雅幸④

米倉　浩三⑥

川浪　均④

高橋　一裕②

広瀬　勝犠⑨

河原　裕行④

寺田　義弘⑤

本山　博司②

武田　昭二⑪

古屋　吉和①

中野　政光⑨

小林　昭久⑦

丸山　昭一②

田端　千裕①

宮川　徹④

中川　一男⑥

岸山　一郎⑦

永井　仁④

細田　光人⑤

久藤　弘行④

冨岡　芳明⑤

山崎　雅道③

二宮　健志⑧

日原　潤一③

坂上　一樹③

米内　勇①

芳賀美津男①

議案は全て原案のとおり承認されました。
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Ａ．預金業務  
当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金を取り扱っております。

Ｅ．附帯業務  
（1）債務の保証業務
（2）代理業務

全国信用協同組合連合会、㈱日本政策金融公庫、㈱商工組合中央金庫等の代理貸付業務など
（3）国、地方公共団体の公金取扱業務
（4）保護預り及び夜間金庫業務
（5）両替業務
（6）保険の窓口販売業務
（7）電子債権記録業務

Ｂ．貸出業務  
（1）貸付

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。
（2）手形の割引

Ｃ．有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため、国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。

Ｄ．内国為替業務  
振込及び代金取立等を取り扱っております。

主な預金商品
■ 主要な事業の内容 ■ 商品・各種サービスのご案内

商 品 名

総 合 口 座

普 通 預 金

定 期 預 金

無利息型普通預金
（ 決 済 用 預 金 ）

―

出し入れ自由

１ か 月 以 上

出し入れ自由

出し入れ自由

７ 日 以 上

納 税 の 際 の
お 引 き 出 し

最 長 ３ 年
(据置期間１年)

１ か 月 以 上
５ 年 以 内

１ か 月 以 上
５ 年 以 内

６ か 月 以 上
７ 年 以 内

当 座 預 金

通 知 預 金

納 税 準 備 預 金

新型期日指定定期預金

スーパー定 期 預 金

大 口 定 期 預 金

定 期 積 金

内 容

一冊の通帳に普通預金、定期預金、自動融資をセットした便利な口座です。

給与、年金のお受け取り、公共料金の自動支払など、お気軽にご利用いただけます。

必要なときには定期預金の９０％、最高９００万円まで自動的に融資がご利用いただけ、不
意の出費にも安心です。

預金保険制度による全額保護をご希望される方のための預金です。
普通預金と同様にご利用いただけますが無利息となります。

主に会社等のお取引にご利用いただく預金です。小切手・手形をご利用いただけます。

短期の余裕資金の運用に最適です。 お引き出しの２日前までにご連絡下さい。

１年複利のお得な定期預金です。１年間の据置期間経過後は、１か月前までのご連絡でお引
き出しいただけます。

まとまったお金を増やす、有利かつ安全な定期預金で、単利型と複利型（３年以上５年以内、
個人に限ります。）があります。

まとまったお金を大きく増やす、お利息の有利な定期預金です。　

目的に合わせて計画的に毎月積み立てていただけます。

お 預 入 額期 間 等

―

１ 円 以 上

1 万 円 以 上

１ 円 以 上

１ 円 以 上

１,000円以上

１ 円 以 上

１００円 以 上
３００万円未満

１００円以上

1,000万円以上

１,000円以上

納税のための預金です。お利息に税金がかかりませんので、大変有利です。

「三笠市　桂沢湖」「富良野市　菜の花咲く丘」
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（1）債務の保証業務
（2）代理業務

全国信用協同組合連合会、㈱日本政策金融公庫、㈱商工組合中央金庫等の代理貸付業務など
（3）国、地方公共団体の公金取扱業務
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（5）両替業務
（6）保険の窓口販売業務
（7）電子債権記録業務

Ｂ．貸出業務  
（1）貸付

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。
（2）手形の割引

Ｃ．有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため、国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。

Ｄ．内国為替業務  
振込及び代金取立等を取り扱っております。

主な預金商品
■ 主要な事業の内容 ■ 商品・各種サービスのご案内

商 品 名

総 合 口 座

普 通 預 金

定 期 預 金

無利息型普通預金
（ 決 済 用 預 金 ）

―

出し入れ自由

１ か 月 以 上

出し入れ自由

出し入れ自由

７ 日 以 上

納 税 の 際 の
お 引 き 出 し

最 長 ３ 年
(据置期間１年)

１ か 月 以 上
５ 年 以 内

１ か 月 以 上
５ 年 以 内

６ か 月 以 上
７ 年 以 内

当 座 預 金

通 知 預 金

納 税 準 備 預 金

新型期日指定定期預金

スーパー定 期 預 金

大 口 定 期 預 金

定 期 積 金

内 容

一冊の通帳に普通預金、定期預金、自動融資をセットした便利な口座です。

給与、年金のお受け取り、公共料金の自動支払など、お気軽にご利用いただけます。

必要なときには定期預金の９０％、最高９００万円まで自動的に融資がご利用いただけ、不
意の出費にも安心です。

預金保険制度による全額保護をご希望される方のための預金です。
普通預金と同様にご利用いただけますが無利息となります。

主に会社等のお取引にご利用いただく預金です。小切手・手形をご利用いただけます。

短期の余裕資金の運用に最適です。 お引き出しの２日前までにご連絡下さい。

１年複利のお得な定期預金です。１年間の据置期間経過後は、１か月前までのご連絡でお引
き出しいただけます。

まとまったお金を増やす、有利かつ安全な定期預金で、単利型と複利型（３年以上５年以内、
個人に限ります。）があります。

まとまったお金を大きく増やす、お利息の有利な定期預金です。　

目的に合わせて計画的に毎月積み立てていただけます。

お 預 入 額期 間 等

―

１ 円 以 上

1 万 円 以 上

１ 円 以 上

１ 円 以 上

１,000円以上

１ 円 以 上

１００円 以 上
３００万円未満

１００円以上

1,000万円以上

１,000円以上

納税のための預金です。お利息に税金がかかりませんので、大変有利です。

「三笠市　桂沢湖」「富良野市　菜の花咲く丘」
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※各手数料は、消費税込みで記載しております。

当 組 合
(同一店内扱)

※平日の午後3時以降と、土･日･祝祭日のお振込は翌営業日のお取扱いとなります。
※店舗によりお取扱いが異なります。

当 組 合
(本支店扱 )

110円
220円
110円
220円
110円
220円

220円
440円
110円
220円
110円
330円

他 行 宛

660円
880円
330円
495円
440円
660円
550円
770円

窓 口 利 用

文書扱（交換・郵便）
窓 口 利 用

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

ＡＴＭ
利用
(※）

キャッシュ
カード振込

現 金 振 込

電

信

扱

◆振込手数料（1件につき）

曜 日 利 用 時 間

8:45～18:00

9:00～14:00
14:00～15:00

9:00～15:00

平 日

土曜日

日・祝
年 末

無 料

無 料
無 料

無 料

無 料

無 料
110円

110円

110円

110円
220円

220円

110円

110円
220円

220円

カードの種類
郵貯カード
(預入・支払)

他行カード
(預入・支払)

当組合カード
(預入 ) (支払）

◆ＡＴＭ利用手数料（1件につき）
【当組合ＡＴＭ利用】

当 組 合（ 本 支 店 扱 ） 他 行 扱

※普通扱い送金小切手1通あたり

※お客様のニーズに合わせて様々な商品をご用意しておりますので、お気軽にお問い合わせ下さい。

440円 660円（※）送 金 手 数 料

◆送金手数料（1件あたり）

※繰上返済については、当初借入日からの経過期間が1年未満の場合は無料となります。

※一部設置されていない店舗があります。

※次の場合は無料とさせていただきます。
　①100枚以下の両替　②同一金種の新券への両替
　③汚損した紙幣、硬貨の交換　④記念硬貨の交換 

１千万円未満
１千万円以上

55,000円
110,000円
5,500円
無　　 料
5,500円
無　　 料

返済元本額１０万円以上
返済元本額１０万円未満
返済後元本額１０万円以上
返済後元本額１０万円未満

取扱手数料
( 非 保 証 ） 新規、中古、リフォーム、借換等

全 額 繰 上 返 済・
一部繰上返済(都度)
一部繰上返済後の残高
に対する返済条件変更

◆住宅ローン手数料

本
店
営
業
部

曜 日 利 用 時 間

9:00～18:00
18:00～19:00
9:00～14:00
14:00～17:00

9:00～17:00

平 日

土曜日

日・祝
年 末

無 料
無 料
無 料
無 料

無 料

無 料
110円
無 料
110円

110円

110円
220円
110円
220円

220円

110円
220円
110円
220円

220円

カードの種類

【イオンスーパーセンター三笠店出張所ＡＴＭ利用】

■ 各種手数料一覧表（令和2年6月末現在）

曜 日 利 用 時 間
8:45～18:00
上記以外の時間
9:00～14:00
上記以外の時間

全 日

平 日

土曜日

日・祝
年 末

無 料
110円
無 料
110円

110円

当組合カード（預入･支払）
【セブン銀行ＡＴＭ(セブンイレブン・セブン＆アイ・ホールディングス等）利用】

送金・振込組戻し手数料
送金・振込訂正手数料
取立手形組戻し手数料
不 渡 手 形 返 却 手 数 料

880円
880円
880円
880円
880円

本 支 店
1,100円
1,100円
1,100円
1,100円
1,100円

他 行
◆特殊扱諸手数料

取 立 手 形 店 頭 呈 示 料

1件につき
1件につき
1通につき
1通につき
1通につき

小 切 手 帳
約束手形・為替手形帳
専用約束手形取扱手数料
専 用 約 束 手 形 用 紙
自 己 宛 小 切 手
金融機関借入用約束手形

1冊（50枚）
1冊（50枚）

割賦販売通知書1通
1枚
1枚
1枚

880円
880円

5,500円
1,100円
550円
220円

◆小切手・手形帳等発行手数料

ご利用手数料（1契約先カバン3個まで）
入 金 カ バ ン の 追 加
入 金 カ バ ン の 破 損 ・ 喪 失
投入口鍵・入金カバン鍵の破損・喪失

1か月
1個／1か月
1個
1個

16,500円
1,100円
4,400円
2,200円

◆夜間金庫手数料

ご希望金種への両替枚数
1～100枚

101～1,000枚
1,001枚以上

枚数の端数は切上げ

手数料
無　 料
330円

330円に1,000枚ごと
220円を加算

◆両替手数料 ＜お取扱1件あたり＞
【不定期ご利用の場合】(硬貨･紙幣合算、店頭・訪問共通)

※紙幣、硬貨を同時に入・出金する場合は硬貨のみの枚数を算出基準とします。
※複数回に分けて入･出金を行う場合及び2枚以上の入・出金票により入・出
金を行う場合は合計した硬貨枚数を算出基準とします。
※上記の入金時に適用となる商品は当座預金・普通預金・貯蓄預金・納税準
備預金です。
※上記の出金時に適用となる商品は当座預金・普通預金・貯蓄預金です。

※定額サービスご利用は店頭のみの扱いとなります。

硬貨入・出金枚数
1～300枚

301～1,000枚
1,001枚以上

枚数の端数は切上げ

手数料
無　料
330円

330円に1,000枚ごと
220円を加算

◆大量硬貨入金･支払手数料（店頭・訪問共通）＜お取扱1件あたり＞

不動産担保にかかる設定契約
（1件につき極度額または債権額）
※全国保証㈱の住宅ローンは除く

追加設定及び極度額・被担保債権の範囲・順位変更等（１件）

1 千 万 円 以 下
1千万円超5千万円以下
5 千 万 円 超

11,000円
22,000円
55,000円
22,000円

◆不動産担保事務取扱手数料

同一手形交換所内

無 料
※割引手形・担保手形に
ついては1通220円

同 一 手 形 交 換 所 以 外
当組合本支店宛 他 行 普 通 扱 他 行 至 急 扱

440円 660円 880円

◆代金取立手数料（1通につき）

ご 利 用 内 容
オ ン ラ イ ン 取 引
デ ー タ 伝 送 取 引
(オンライン取引含む)

手　数　料

1,980円

◆ビジネスバンキング手数料【月額基本手数料】

振 込・振 替
3万円未満

3万円以上

3万円未満

3万円以上

3万円未満

3万円以上

総 合 振 込

給与(賞与)振込

無料

無料

無料

当組合(本支店宛)
【ビジネスバンキングによる振込手数料（1件につき）】

定額自動振込
当組合(同一店内扱) 当組合(本支店扱) 他 行 宛

110円 550円

◆定額自動振込による手数料

ご 利 用 内 容 手 数 料

月 極 定 額 利 用 両替回数、両替枚数にかかわらず
月額11,000円

【定額サービスご利用の場合】（硬貨・紙幣合算）＜１か月あたり＞

残高証明書発行手数料(預金・融資・出資金）
監査法人指定様式・所定用紙以外での証明書
融 資 証 明 書 発 行 手 数 料

1通につき
1通
1通

330円
1,100円
5,500円

◆残高証明手数料

2,640円1件につき　年額

◆保護預り手数料

郵貯カード
(預入・支払)

他行カード
(預入・支払)

当組合カード
(預入 ) (支払）

取 引 内 容
330円
495円
330円
495円

無料

他　行　宛当組合(同一店内宛)

無料

無料

無料

各種サービス

キ ャ ッ シ ュ サ ー ビ ス

デ ビ ットカ ード サ ー ビ ス

ク レ ジ ッ ト カ ー ド

公 共 料 金 等 自 動 支 払

給 与 振 込

年 金 自 動 受 取

ビ ジ ネ ス バ ン キ ン グ

職 場 サ ポ ー ト 契 約

内 容

毎月のお給料やボーナスがご指定の口座に自動的に振り込まれ、安心してお受け取りいただけます。

インターネットを通じて預金残高や入出金明細などの確認、資金移動（振込・振替）や給与・賞与振込などがご利用いた
だける法人及び個人事業主様向けの便利なサービスです。

当組合とご契約いただいた企業にお勤めの皆様がご利用いただけるサービスで、通常より金利を優遇した預金やローン
商品をご用意しております。

大切な年金が一度の手続きでご指定の口座に自動的に振り込まれ、安心してお受け取りいただけます。
また、優遇金利の定期預金（「笑・蓄・倍」）もご利用いただけます。

キャッシュカード１枚で空知しんくみの本支店、全国の提携金融機関のＡＴＭで現金のお引出しができます。
また、ゆうちょ銀行及びセブン銀行のATMでもご利用いただけます。

電気料・電話料・水道料・ガス料金・NHK受信料などの公共料金や、税金、各種クレジット、保険料などをご指定の
預金口座から自動的にお支払いいたします。

「J-Debit」（ジェイデビット）のマークがある加盟店で、キャッシュカードによりお買物やご飲食のお支払いをお客様の
口座からその場で精算できるサービスです。

お買物・ご飲食・レジャーがサイン一つでご利用になれる各種クレジットカード(オリコ・JCB等)のお取扱いをいたします。

種 類

個人ローン商品

保証付住宅ローン

中古住宅ローン

教 育 ロ ー ン

マイカーローン

カ ー ド ロ ー ン

フ リ ー ロ ー ン

その他各種ローン

期 間 等内 容

商品ごとに異なります。

ご 融 資 額

2年以上
35年以内

100万円以上
1億円以内

1年以上
20年以内

200万円以上
1,500万円以内

１年以上１５年以内
(据置期間6年9か月以内)

5万円以上
1,000万円以内

1年以上
10年以内

5万円以上
1,000万円以内

6か月以上
10年以内

10万円以上
500万円以内

自動更新 1,000円以上
500万円以内

住宅の新築、増改築、マンションの購入、土地の購入等マイホームの為のローンです。

自家用車購入資金、車検・修理費用、運転免許取得費用等にご利用いただけるローンです。

限度額以内で、いつでも必要な金額を気軽にカードでお引き出しできます。

お使い道が自由なローンです。旅行、レジャー、ショッピング等資金使途は特に制限されておりません。

様々なニーズに対応できるよう各種ローンをご用意しております。
詳しくは、窓口にてご相談を承ります。

中古住宅または中古マンションの購入資金及び購入に係るリフォーム資金にご利用いただけるローンです。

入学金、授業料など学校に納める学費のほか、下宿代などの仕送資金にもご利用いただけるローンです。

商 品 名
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※各手数料は、消費税込みで記載しております。

当 組 合
(同一店内扱)

※平日の午後3時以降と、土･日･祝祭日のお振込は翌営業日のお取扱いとなります。
※店舗によりお取扱いが異なります。

当 組 合
(本支店扱 )

110円
220円
110円
220円
110円
220円

220円
440円
110円
220円
110円
330円

他 行 宛

660円
880円
330円
495円
440円
660円
550円
770円

窓 口 利 用

文書扱（交換・郵便）
窓 口 利 用

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

ＡＴＭ
利用
(※）

キャッシュ
カード振込

現 金 振 込

電

信

扱

◆振込手数料（1件につき）

曜 日 利 用 時 間

8:45～18:00

9:00～14:00
14:00～15:00

9:00～15:00

平 日

土曜日

日・祝
年 末

無 料

無 料
無 料

無 料

無 料

無 料
110円

110円

110円

110円
220円

220円

110円

110円
220円

220円

カードの種類
郵貯カード
(預入・支払)

他行カード
(預入・支払)

当組合カード
(預入 ) (支払）

◆ＡＴＭ利用手数料（1件につき）
【当組合ＡＴＭ利用】

当 組 合（ 本 支 店 扱 ） 他 行 扱

※普通扱い送金小切手1通あたり

※お客様のニーズに合わせて様々な商品をご用意しておりますので、お気軽にお問い合わせ下さい。

440円 660円（※）送 金 手 数 料

◆送金手数料（1件あたり）

※繰上返済については、当初借入日からの経過期間が1年未満の場合は無料となります。

※一部設置されていない店舗があります。

※次の場合は無料とさせていただきます。
　①100枚以下の両替　②同一金種の新券への両替
　③汚損した紙幣、硬貨の交換　④記念硬貨の交換 

１千万円未満
１千万円以上

55,000円
110,000円
5,500円
無　　 料
5,500円
無　　 料

返済元本額１０万円以上
返済元本額１０万円未満
返済後元本額１０万円以上
返済後元本額１０万円未満

取扱手数料
( 非 保 証 ） 新規、中古、リフォーム、借換等

全 額 繰 上 返 済・
一部繰上返済(都度)
一部繰上返済後の残高
に対する返済条件変更

◆住宅ローン手数料

本
店
営
業
部

曜 日 利 用 時 間

9:00～18:00
18:00～19:00
9:00～14:00
14:00～17:00

9:00～17:00

平 日

土曜日

日・祝
年 末

無 料
無 料
無 料
無 料

無 料

無 料
110円
無 料
110円

110円

110円
220円
110円
220円

220円

110円
220円
110円
220円

220円

カードの種類

【イオンスーパーセンター三笠店出張所ＡＴＭ利用】

■ 各種手数料一覧表（令和2年6月末現在）

曜 日 利 用 時 間
8:45～18:00
上記以外の時間
9:00～14:00
上記以外の時間

全 日

平 日

土曜日

日・祝
年 末

無 料
110円
無 料
110円

110円

当組合カード（預入･支払）
【セブン銀行ＡＴＭ(セブンイレブン・セブン＆アイ・ホールディングス等）利用】

送金・振込組戻し手数料
送金・振込訂正手数料
取立手形組戻し手数料
不 渡 手 形 返 却 手 数 料

880円
880円
880円
880円
880円

本 支 店
1,100円
1,100円
1,100円
1,100円
1,100円

他 行
◆特殊扱諸手数料

取 立 手 形 店 頭 呈 示 料

1件につき
1件につき
1通につき
1通につき
1通につき

小 切 手 帳
約束手形・為替手形帳
専用約束手形取扱手数料
専 用 約 束 手 形 用 紙
自 己 宛 小 切 手
金融機関借入用約束手形

1冊（50枚）
1冊（50枚）

割賦販売通知書1通
1枚
1枚
1枚

880円
880円

5,500円
1,100円
550円
220円

◆小切手・手形帳等発行手数料

ご利用手数料（1契約先カバン3個まで）
入 金 カ バ ン の 追 加
入 金 カ バ ン の 破 損 ・ 喪 失
投入口鍵・入金カバン鍵の破損・喪失

1か月
1個／1か月
1個
1個

16,500円
1,100円
4,400円
2,200円

◆夜間金庫手数料

ご希望金種への両替枚数
1～100枚

101～1,000枚
1,001枚以上

枚数の端数は切上げ

手数料
無　 料
330円

330円に1,000枚ごと
220円を加算

◆両替手数料 ＜お取扱1件あたり＞
【不定期ご利用の場合】(硬貨･紙幣合算、店頭・訪問共通)

※紙幣、硬貨を同時に入・出金する場合は硬貨のみの枚数を算出基準とします。
※複数回に分けて入･出金を行う場合及び2枚以上の入・出金票により入・出
金を行う場合は合計した硬貨枚数を算出基準とします。
※上記の入金時に適用となる商品は当座預金・普通預金・貯蓄預金・納税準
備預金です。
※上記の出金時に適用となる商品は当座預金・普通預金・貯蓄預金です。

※定額サービスご利用は店頭のみの扱いとなります。

硬貨入・出金枚数
1～300枚

301～1,000枚
1,001枚以上

枚数の端数は切上げ

手数料
無　料
330円

330円に1,000枚ごと
220円を加算

◆大量硬貨入金･支払手数料（店頭・訪問共通）＜お取扱1件あたり＞

不動産担保にかかる設定契約
（1件につき極度額または債権額）
※全国保証㈱の住宅ローンは除く

追加設定及び極度額・被担保債権の範囲・順位変更等（１件）

1 千 万 円 以 下
1千万円超5千万円以下
5 千 万 円 超

11,000円
22,000円
55,000円
22,000円

◆不動産担保事務取扱手数料

同一手形交換所内

無 料
※割引手形・担保手形に
ついては1通220円

同 一 手 形 交 換 所 以 外
当組合本支店宛 他 行 普 通 扱 他 行 至 急 扱

440円 660円 880円

◆代金取立手数料（1通につき）

ご 利 用 内 容
オ ン ラ イ ン 取 引
デ ー タ 伝 送 取 引
(オンライン取引含む)

手　数　料

1,980円

◆ビジネスバンキング手数料【月額基本手数料】

振 込・振 替
3万円未満

3万円以上

3万円未満

3万円以上

3万円未満

3万円以上

総 合 振 込

給与(賞与)振込

無料

無料

無料

当組合(本支店宛)
【ビジネスバンキングによる振込手数料（1件につき）】

定額自動振込
当組合(同一店内扱) 当組合(本支店扱) 他 行 宛

110円 550円

◆定額自動振込による手数料

ご 利 用 内 容 手 数 料

月 極 定 額 利 用 両替回数、両替枚数にかかわらず
月額11,000円

【定額サービスご利用の場合】（硬貨・紙幣合算）＜１か月あたり＞

残高証明書発行手数料(預金・融資・出資金）
監査法人指定様式・所定用紙以外での証明書
融 資 証 明 書 発 行 手 数 料

1通につき
1通
1通

330円
1,100円
5,500円

◆残高証明手数料

2,640円1件につき　年額

◆保護預り手数料

郵貯カード
(預入・支払)

他行カード
(預入・支払)

当組合カード
(預入 ) (支払）

取 引 内 容
330円
495円
330円
495円

無料

他　行　宛当組合(同一店内宛)

無料

無料

無料

各種サービス

キ ャ ッ シ ュ サ ー ビ ス

デ ビ ットカ ード サ ー ビ ス

ク レ ジ ッ ト カ ー ド

公 共 料 金 等 自 動 支 払

給 与 振 込

年 金 自 動 受 取

ビ ジ ネ ス バ ン キ ン グ

職 場 サ ポ ー ト 契 約

内 容

毎月のお給料やボーナスがご指定の口座に自動的に振り込まれ、安心してお受け取りいただけます。

インターネットを通じて預金残高や入出金明細などの確認、資金移動（振込・振替）や給与・賞与振込などがご利用いた
だける法人及び個人事業主様向けの便利なサービスです。

当組合とご契約いただいた企業にお勤めの皆様がご利用いただけるサービスで、通常より金利を優遇した預金やローン
商品をご用意しております。

大切な年金が一度の手続きでご指定の口座に自動的に振り込まれ、安心してお受け取りいただけます。
また、優遇金利の定期預金（「笑・蓄・倍」）もご利用いただけます。

キャッシュカード１枚で空知しんくみの本支店、全国の提携金融機関のＡＴＭで現金のお引出しができます。
また、ゆうちょ銀行及びセブン銀行のATMでもご利用いただけます。

電気料・電話料・水道料・ガス料金・NHK受信料などの公共料金や、税金、各種クレジット、保険料などをご指定の
預金口座から自動的にお支払いいたします。

「J-Debit」（ジェイデビット）のマークがある加盟店で、キャッシュカードによりお買物やご飲食のお支払いをお客様の
口座からその場で精算できるサービスです。

お買物・ご飲食・レジャーがサイン一つでご利用になれる各種クレジットカード(オリコ・JCB等)のお取扱いをいたします。

種 類

個人ローン商品

保証付住宅ローン

中古住宅ローン

教 育 ロ ー ン

マイカーローン

カ ー ド ロ ー ン

フ リ ー ロ ー ン

その他各種ローン

期 間 等内 容

商品ごとに異なります。

ご 融 資 額

2年以上
35年以内

100万円以上
1億円以内

1年以上
20年以内

200万円以上
1,500万円以内

１年以上１５年以内
(据置期間6年9か月以内)

5万円以上
1,000万円以内

1年以上
10年以内

5万円以上
1,000万円以内

6か月以上
10年以内

10万円以上
500万円以内

自動更新 1,000円以上
500万円以内

住宅の新築、増改築、マンションの購入、土地の購入等マイホームの為のローンです。

自家用車購入資金、車検・修理費用、運転免許取得費用等にご利用いただけるローンです。

限度額以内で、いつでも必要な金額を気軽にカードでお引き出しできます。

お使い道が自由なローンです。旅行、レジャー、ショッピング等資金使途は特に制限されておりません。

様々なニーズに対応できるよう各種ローンをご用意しております。
詳しくは、窓口にてご相談を承ります。

中古住宅または中古マンションの購入資金及び購入に係るリフォーム資金にご利用いただけるローンです。

入学金、授業料など学校に納める学費のほか、下宿代などの仕送資金にもご利用いただけるローンです。

商 品 名
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地域貢献 地域貢献
■ 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組状況
１．中小企業の経営支援に関する取組み方針
　当組合は中小零細企業や小規模事業者など地元のお客様への円滑な対応に努めており、コンサルティング機能の一層の発揮
による経営支援の強化や経営課題の改善に親身になって取組んでまいります。

◆中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況
　　当組合は平成24年11月5日に「経営革新等支援機関」として認定を受け、中小零細企業および小規模事業者などに対して、
より一層専門性の高い支援の継続および専門家の派遣による指導・助言も行える態勢としております。

◆中小企業の経営支援に関する取組状況
　　当組合は、取引先等へのコンサルティング機能強化の一策として、「中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業」、
「北海道中小企業支援ネットワーク」に参加しております。

【創業・新事業支援の取組】
　当組合は、株式会社日本政策金融公庫と平成26年に「創業支援及び再生支援に関する覚書」「中小企業支援に関する覚書」を
締結し、協調融資の推進などの取組みを進めてまいりましたが、平成29年8月より創業融資可能性の拡大、ひいては地域経済の
活性化のために、創業支援に係る協調融資商品「用意どん（よーいどん）」の取扱いを開始しました。
　令和元年度の本商品による融資実績は、5件56百万円の取扱実績となりました。

【成長段階における支援取組】
　当組合は、地域の事業者に対して、道内信用組合統一商品「しんくみアシスト7」及び北海道・各市町村制度融資を提案する等、
成長段階における支援に取組んでおります。

【経営改善・事業再生支援取組】
　当組合は、平成29年8月より経営改善支援の融資可能性の拡大、ひいては地域経済の活性化のために、経営改善支援商品で
ある「助太刀（すけだっち）」の取扱いを開始し、資金面での支援に加え、経営改善計画策定のアドバイス等によるサポートで、企
業の維持力の向上を図っております。
　令和元年度の本商品による融資実績は、2件25百万円の取扱実績となりました。

※その他詳細につきましては最寄りの当組合窓口及び渉外担当者へお問い合わせ下さい。

２．地域密着型金融推進計画に関する推進状況
　当組合の地域密着型金融の取組みは、1．「顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮」、2．「地域の面的再生への積極的な
参画」、3．「地域や利用者に対する利便性の向上や積極的な情報発信」であり、平成31年4月から令和2年3月までの取組状況は次
の通りとなっております。

平成31年4月～令和2年3月までの推進状況
（１）顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮
①創業・新規事業支援
・信用保証協会の「創業関連保証制度」、日本政策金融公
庫との連携商品を活用し、創業・新規事業への支援を行
いました。
・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業の活
用、「食のビジネスマッチング展」への取引先2先出展、クラ
ウドファンディング活用検討先に対する株式会社ACT NOW
の紹介等を実施し、創業・新規事業進出等のニーズへ対応
致しました。

②経営改善支援
・経営改善指導によるランクアップを目論見、対象先12先（関
連先を含む）を選定し、相談・経営管理・経営指導を継続し
ましたが、目標2先に対しランクアップがありませんでした。
・経営改善計画策定先等をフォローアップ対象先として選
定し、3か月に1回程度のモニタリング実施により、取引先
の業況改善に取組みました。
・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業や中
小企業基盤整備機構：事業承継コーディネーター派遣等、
経営改善指導に留まらず、様々な経営課題解決に努めま
した。
・日本政策金融公庫との連携商品である「経営改善支援
『助太刀』（すけだっち）」の取扱いにより、経営改善支援に
努めました。

③事業再生支援
・各種支援事業及び補助金の活用を図るべく各種セミナー
等に参加致しました。
・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業の活
用、日本政策金融公庫との連携商品「経営改善支援『助太
刀』（すけだっち）」の取扱い等を行いました。

④事業承継支援
・中小企業基盤整備機構：事業承継コーディネーター派遣
を活用し、事業承継ニーズのある取引先に対しコーディ
ネーターを派遣するとともに、職員を帯同させ、事業承継
の取組み強化を図りました。
・中小企業基盤整備機構：事業承継コーディネーターによ
る事業承継に係る研修会を実施し、職員のレベルアップ
に努めました。

⑤不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資への取組み
・個人保証に過度に依存しない融資の取組みである「経営
者保証に関するガイドライン」の活用状況について、新規
に無保証で融資した件数は令和元年度114件となりまし
た。
・北海道信用保証協会との協調融資商品「スクラム3000」
は令和元年度41件の取扱いとなりました。

⑥「目利き機能｣の発揮に向けた取組み
・目利き能力および提案能力の向上のため、令和元年度は
北海道信用組合協会主催研修会への参加（9講座16名）、
組合内研修の実施（2講座22名）、銀行業務検定試験の受
験（年3回・受験者数62名のうち合格者38名）によるスキ
ルアップ向上に努めました。

（２）地域の面的再生への積極的な参画
①成長分野の育成や産業集積による高付加価値化などの地
域の面的再生に向けた取組みへの積極的な参画
・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業を活
用し、取引先への支援を実施致しました。
・地域活性化の一助として、各種地域行事へ積極的に参
加・協力致しました。

（３）地域や利用者に対する利便性の向上や積極的な情報発信
①顧客・組合員の意見・ニーズを経営改善につなげる態勢の
強化（地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の
確立）
・顧客満足度の向上及び顧客ニーズを把握するためには
スキルアップが必要であることから、北海道信用組合協
会主催の研修会に参加（14講座24名）、接遇については、
外部講師による接遇マナー研修（3講座26名）を実施致し
ました。

②地域貢献等に関する情報開示
・ディスクロージャー誌及び上半期経営情報誌について、
地域貢献活動等の掲載内容の充実を図り、店頭及びホー
ムページで公表致しました。

●「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借入れや保証債務整理の
相談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しております。経営者保証の必要性については、お客様との丁寧な対話によ
り、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切
な対応に努めております。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経
営改善支援を行っております。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取組状況

■ 「経営者保証に関するガイドライン」への対応について

平成30年度 令和元年度
84件 114件
4.70％ 6.68％
32件 35件

0件 0件

新規に無保証で融資した件数
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合
保証契約を解除した件数

経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る）

〇その他の取組み項目につきましては、当組合ホームページ
（https://www.sorachi.shinkumi.jp）または各営業店に備置しております「地
域密着型金融推進計画の取組状況（要約）」をご覧下さい。
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地域貢献 地域貢献
■ 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組状況
１．中小企業の経営支援に関する取組み方針
　当組合は中小零細企業や小規模事業者など地元のお客様への円滑な対応に努めており、コンサルティング機能の一層の発揮
による経営支援の強化や経営課題の改善に親身になって取組んでまいります。

◆中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況
　　当組合は平成24年11月5日に「経営革新等支援機関」として認定を受け、中小零細企業および小規模事業者などに対して、
より一層専門性の高い支援の継続および専門家の派遣による指導・助言も行える態勢としております。

◆中小企業の経営支援に関する取組状況
　　当組合は、取引先等へのコンサルティング機能強化の一策として、「中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業」、
「北海道中小企業支援ネットワーク」に参加しております。

【創業・新事業支援の取組】
　当組合は、株式会社日本政策金融公庫と平成26年に「創業支援及び再生支援に関する覚書」「中小企業支援に関する覚書」を
締結し、協調融資の推進などの取組みを進めてまいりましたが、平成29年8月より創業融資可能性の拡大、ひいては地域経済の
活性化のために、創業支援に係る協調融資商品「用意どん（よーいどん）」の取扱いを開始しました。
　令和元年度の本商品による融資実績は、5件56百万円の取扱実績となりました。

【成長段階における支援取組】
　当組合は、地域の事業者に対して、道内信用組合統一商品「しんくみアシスト7」及び北海道・各市町村制度融資を提案する等、
成長段階における支援に取組んでおります。

【経営改善・事業再生支援取組】
　当組合は、平成29年8月より経営改善支援の融資可能性の拡大、ひいては地域経済の活性化のために、経営改善支援商品で
ある「助太刀（すけだっち）」の取扱いを開始し、資金面での支援に加え、経営改善計画策定のアドバイス等によるサポートで、企
業の維持力の向上を図っております。
　令和元年度の本商品による融資実績は、2件25百万円の取扱実績となりました。

※その他詳細につきましては最寄りの当組合窓口及び渉外担当者へお問い合わせ下さい。

２．地域密着型金融推進計画に関する推進状況
　当組合の地域密着型金融の取組みは、1．「顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮」、2．「地域の面的再生への積極的な
参画」、3．「地域や利用者に対する利便性の向上や積極的な情報発信」であり、平成31年4月から令和2年3月までの取組状況は次
の通りとなっております。

平成31年4月～令和2年3月までの推進状況
（１）顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮
①創業・新規事業支援
・信用保証協会の「創業関連保証制度」、日本政策金融公
庫との連携商品を活用し、創業・新規事業への支援を行
いました。
・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業の活
用、「食のビジネスマッチング展」への取引先2先出展、クラ
ウドファンディング活用検討先に対する株式会社ACT NOW
の紹介等を実施し、創業・新規事業進出等のニーズへ対応
致しました。

②経営改善支援
・経営改善指導によるランクアップを目論見、対象先12先（関
連先を含む）を選定し、相談・経営管理・経営指導を継続し
ましたが、目標2先に対しランクアップがありませんでした。
・経営改善計画策定先等をフォローアップ対象先として選
定し、3か月に1回程度のモニタリング実施により、取引先
の業況改善に取組みました。
・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業や中
小企業基盤整備機構：事業承継コーディネーター派遣等、
経営改善指導に留まらず、様々な経営課題解決に努めま
した。
・日本政策金融公庫との連携商品である「経営改善支援
『助太刀』（すけだっち）」の取扱いにより、経営改善支援に
努めました。

③事業再生支援
・各種支援事業及び補助金の活用を図るべく各種セミナー
等に参加致しました。
・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業の活
用、日本政策金融公庫との連携商品「経営改善支援『助太
刀』（すけだっち）」の取扱い等を行いました。

④事業承継支援
・中小企業基盤整備機構：事業承継コーディネーター派遣
を活用し、事業承継ニーズのある取引先に対しコーディ
ネーターを派遣するとともに、職員を帯同させ、事業承継
の取組み強化を図りました。
・中小企業基盤整備機構：事業承継コーディネーターによ
る事業承継に係る研修会を実施し、職員のレベルアップ
に努めました。

⑤不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資への取組み
・個人保証に過度に依存しない融資の取組みである「経営
者保証に関するガイドライン」の活用状況について、新規
に無保証で融資した件数は令和元年度114件となりまし
た。
・北海道信用保証協会との協調融資商品「スクラム3000」
は令和元年度41件の取扱いとなりました。

⑥「目利き機能｣の発揮に向けた取組み
・目利き能力および提案能力の向上のため、令和元年度は
北海道信用組合協会主催研修会への参加（9講座16名）、
組合内研修の実施（2講座22名）、銀行業務検定試験の受
験（年3回・受験者数62名のうち合格者38名）によるスキ
ルアップ向上に努めました。

（２）地域の面的再生への積極的な参画
①成長分野の育成や産業集積による高付加価値化などの地
域の面的再生に向けた取組みへの積極的な参画
・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業を活
用し、取引先への支援を実施致しました。
・地域活性化の一助として、各種地域行事へ積極的に参
加・協力致しました。

（３）地域や利用者に対する利便性の向上や積極的な情報発信
①顧客・組合員の意見・ニーズを経営改善につなげる態勢の
強化（地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の
確立）
・顧客満足度の向上及び顧客ニーズを把握するためには
スキルアップが必要であることから、北海道信用組合協
会主催の研修会に参加（14講座24名）、接遇については、
外部講師による接遇マナー研修（3講座26名）を実施致し
ました。

②地域貢献等に関する情報開示
・ディスクロージャー誌及び上半期経営情報誌について、
地域貢献活動等の掲載内容の充実を図り、店頭及びホー
ムページで公表致しました。

●「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借入れや保証債務整理の
相談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しております。経営者保証の必要性については、お客様との丁寧な対話によ
り、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切
な対応に努めております。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経
営改善支援を行っております。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取組状況

■ 「経営者保証に関するガイドライン」への対応について

平成30年度 令和元年度
84件 114件
4.70％ 6.68％
32件 35件

0件 0件

新規に無保証で融資した件数
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合
保証契約を解除した件数

経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る）

〇その他の取組み項目につきましては、当組合ホームページ
（https://www.sorachi.shinkumi.jp）または各営業店に備置しております「地
域密着型金融推進計画の取組状況（要約）」をご覧下さい。



■ 地域貢献

当組合は、地域のイベントや福祉活動にも積極的に参加し、地域の皆様とのふれあいを
大切にしております。今後も地域活動を通じ「人と人」との繋がりを大切にしてまいります。

●寄付活動（新型コロナウイルス感染症対策関連）
　社会的に大きな問題となっている新型コロナウイルス感染拡大防止等に活用いただくことを目的として、当組合営業区域
の15の自治体へ各50万円、合計750万円を寄付いたしました。

●地方創生に係る連携協定
　平成28年5月に美唄市、7月に富良野市、10月に三笠市、11月に砂川市、平成30年1月に上富良野町と連携協定を締結して
おります。また、クラウドファンディングを活用し、地方創生に貢献する事を目的として平成27年10月にミュージックセキュリ
ティーズ株式会社と、平成29年3月に株式会社Act Nowと業務提携契約を締結しております。

●地域貢献に資する商品

●献血運動
　道内７信用組合の一員として、献血サポーターへ参加し、当組合役職員が献血活動を行いました。

●認知症サポーターの養成
　　当組合役職員は積極的に認知症サポーター養成講座を受講しております。

●安全・安心どさんこ運動
　　道内７信用組合が本運動に協賛し、こども１１０番店舗として運動に参加しております。

●取引先等支援
　　取引先等へのコンサルティング機能強化の一策として、「中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業」、「北海道中小企業支援
　ネットワーク」に参加しているほか、道内信用組合統一融資商品である「しんくみアシスト7」を取扱いしております。

●創業支援、事業再生等における業務提携
　　創　業　支　援…株式会社 日本政策金融公庫と平成15年７月に業務提携しております。

　日本政策金融公庫札幌北支店と平成26年6月に連携協定を締結しております。
　　事　業　再　生…株式会社 商工組合中央金庫と平成15年7月に業務提携しております。

　日本政策金融公庫札幌北支店と平成26年6月に連携協定を締結しております。
　　経 営 改 善 支 援…日本政策金融公庫札幌北支店と平成26年6月に連携協定を締結しております。
　　新 事 業 育 成 等…株式会社 日本政策金融公庫と平成16年5月に業務提携しております。

■ 地域貢献
●各種会議・セミナー等への参加
　「食クラスター連携協議体」等へ参加しております。

●募金運動
　「しんくみの日週間（9月3日を含む前後１週間）」に盲導犬育
成の為の募金である「ミーナの募金箱」を各営業店窓口に設置
し、北海道盲導犬協会への寄付を行っております。

●「しんくみ会」
　空知商工信用組合では、各支店のお客さま方に
「しんくみ会」という後援会を組織いただいております。
　様々な活動を通じて、会員相互の親睦を深めて
いただいているほか、地域の活性化にも寄与してお
ります。

●特殊詐欺被害防止
　当組合ではお客さまが特殊詐欺被害に遭わないよう未然防
止に取り組んでおります。
　依然として多くの方が被害に遭われており、場合によっては警
察官の方と一緒にお話を伺うなど、ご不便をお感じになる場面
もあるかもしれませんが、お客さまの大切な財産をお守りするた
めに、何卒ご理解のうえご協力賜りますようお願い申し上げます。

●職場サポート契約
　地域の中小企業等のお客さまの福利厚生を支援する取組み
として、職場サポート契約の取り扱いを行っております。職場サ
ポート契約とは、契約を締結いただいた企業等にお勤めの方へ
様々な優遇サービス・商品を提供することにより、企業の福利
厚生面や、お勤めの方の生活の充実などをサポートする制度で
あり、中小企業支援・地域貢献施策として積極的に取り組んで
おります。

◆定住促進住宅ローン
移住・定住促進事業などの住宅関連補助金受給者の方を
対象に特別金利の住宅ローンをお取扱いしております。

◆子育て応援定期積金
地元にお住まいの子育て世代の方を応援する
優遇金利の定期積金をお取扱いしております。
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　　新 事 業 育 成 等…株式会社 日本政策金融公庫と平成16年5月に業務提携しております。
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●各種会議・セミナー等への参加
　「食クラスター連携協議体」等へ参加しております。

●募金運動
　「しんくみの日週間（9月3日を含む前後１週間）」に盲導犬育
成の為の募金である「ミーナの募金箱」を各営業店窓口に設置
し、北海道盲導犬協会への寄付を行っております。

●「しんくみ会」
　空知商工信用組合では、各支店のお客さま方に
「しんくみ会」という後援会を組織いただいております。
　様々な活動を通じて、会員相互の親睦を深めて
いただいているほか、地域の活性化にも寄与してお
ります。

●特殊詐欺被害防止
　当組合ではお客さまが特殊詐欺被害に遭わないよう未然防
止に取り組んでおります。
　依然として多くの方が被害に遭われており、場合によっては警
察官の方と一緒にお話を伺うなど、ご不便をお感じになる場面
もあるかもしれませんが、お客さまの大切な財産をお守りするた
めに、何卒ご理解のうえご協力賜りますようお願い申し上げます。

●職場サポート契約
　地域の中小企業等のお客さまの福利厚生を支援する取組み
として、職場サポート契約の取り扱いを行っております。職場サ
ポート契約とは、契約を締結いただいた企業等にお勤めの方へ
様々な優遇サービス・商品を提供することにより、企業の福利
厚生面や、お勤めの方の生活の充実などをサポートする制度で
あり、中小企業支援・地域貢献施策として積極的に取り組んで
おります。

◆定住促進住宅ローン
移住・定住促進事業などの住宅関連補助金受給者の方を
対象に特別金利の住宅ローンをお取扱いしております。

◆子育て応援定期積金
地元にお住まいの子育て世代の方を応援する
優遇金利の定期積金をお取扱いしております。

13 Report 2020 14Report 2020

地域貢献 地域貢献



■ リスク管理態勢

　金融機関の抱えるリスクは多様化しております。当組合は、リスク管理を経営の最重要課題の一つとして
位置づけ、自己責任原則に基づく健全経営、及び安定した収益を確保するための体質強化に取り組み、バラ
ンスのとれた経営を目指しております。
　当組合では、「統合的リスク管理規程」、「統合的リスク管理方針」を定め、各種リスクについて、これを一元
的に管理し総体的に捉えて、ＡＬＭシステム等を活用し経営体力と比較・対照することにより、当組合の業務
の健全性を確保するべく、リスク管理態勢の充実・強化に努めております。

統合的リスク管理

信用リスク管理

　信用リスクとは、貸出先が条件どおりの債務履
行ができなくなること等により当組合が損失を被
るリスクのことをいいます。
　与信審査は、業務推進部門から完全に独立し
た審査管理部が担当し、相互牽制体制を確立し
ているとともに、当組合の定める審査基準に基づ
いて厳正かつ適切な審査を行っております。
　また、資産の自己査定については、厳正に実施
しており、所管部署による１次査定、審査管理部
による２次査定、監査部による検証を経て常務会
で最終決定を行い、資産内容を厳正にチェック
し、償却・引当を実施し資産の健全化に努めてお
ります。

オペレーショナル・リスク管理

　オペレーショナル・リスクとは金融機関の業務
の過程及び役職員の活動もしくはシステムが不
適切であること、または、外生的な事象等により、
損失を被るリスクをいいます。
　オペレーショナル・リスクの統括管理は事務部
が担当しており、「オペレーショナル･リスク管理
規程」に基づき、分析や評価等を実施し、リスク
発生の未然防止に努めております。
　当組合では、オペレーショナル・リスクを事務リ
スク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、風
評リスクに区分しており、そのうち事務リスク及び
システムリスクについては以下の通り管理してお
ります。

●事務リスク管理
　事務リスクとは、事務上のミスや不正等により
損失が発生するリスクのことをいいます。
　当組合は「事務リスク管理規程」に基づき、事
務処理における正確性の確保に努めているほか、
監査部による内部監査及び定例自店検査等の実
施により、牽制機能を確保し、事故等の未然防止
に努めております。

●システムリスク管理
　システムリスクとは、コンピュータシステムの障
害または誤作動、システムの不備及び不正利用等
により損失を被るリスクのことをいいます。
　当組合は、信用組合業界の共同オンラインシス
テム(信組情報サービス㈱)を基本システムとして
利用しているほか、「システムリスク管理規程」に
基づき、情報資産の保護や各種システム障害発
生時の適切な対応等に努めております。

市場リスク管理

　市場リスクとは、金利、為替及び株式等の様々
な市場のファクター（危険要素）の変動により損
失を被るリスクのことをいいます。
　余裕資金運用は、総務部が担当し常務会にお
いて執行決定しており、当組合の定める「市場関
連リスク管理規程」に基づいて資産の健全性の
維持と収益性の向上に努めており、運用方針等
を策定しているほか、定期的に各種分析やシミュ
レーションを実施しております。

流動性リスク管理

　流動性リスクとは、予期せず資金繰りが悪化し
たり、不利な条件での資金調達を余儀なくされる
ことにより損失を被るリスクのことをいいます。
　資金繰りについては、総務部が担当し、当組合
の定める「流動性リスク管理規程」に基づき、効率
的な運用と十分な資金の確保に努めております。

地域のお祭りに参加しました。
（岩見沢市：いわみざわ彩花まつり）

地域のお祭りに参加しました。
（栗山町：くりやま夏まつり）

■ 地域貢献
●社会貢献機能付「しんくみピーターパンカード」の取扱い
　当組合は、全国信用協同組合連合会が株式会社オリエントコーポレーションと提携した、
社会貢献機能を有するクレジットカード「しんくみピーターパンカード」を取扱い、お客さまに
ご利用いただいています。
　このカードは、お客さまが買い物等でご利用されたカード代金の0.5％相当額が、各地域の
信用組合協会が選定した福祉関連諸団体等に寄付されており、子どもたちの健全育成や難病の
子どもたちを支援することに役立っています。

●地域のイベント・お祭り等への参加
　当組合は、地域のイベント等に積極的に参加して地域のみなさまとのふれあいを深めております。

活 動 内 容 主 な 参 加 行 事

地域のお祭り
イベントへの
参 加・協 力

地 域 で の
お 祭 り
イベントへの
協 賛

いわみざわ彩花まつり ふるさと百餅まつり
（岩見沢市） ないえふれあいまつり ないえ冬まつり くりやま夏まつり

ピパオイヘルシーロードレース
（美唄市）

びばい桜2019花火大会
（美唄市）

美しき唄のまち全道カラオケ
選手権大会（美唄市） 第67回美唄市民文化祭 第30回ドカ雪まつり

（岩見沢市）

三笠北海盆おどり 第32回みかさ桂沢紅葉まつり 第49回砂川納涼花火大会 栗山天満宮例大祭 とんでん冬まつり（滝川市）

2019たきかわ納涼盆踊り・
花火大会 第47回滝川吹奏楽団定期演奏会 第18回たきかわ紙袋ランターンフェスティバル（滝川市） 赤平市民花火大会 鎮守茂尻出雲神社御礼大祭

（赤平市）

第41回かみふらの花と炎の
四季彩まつり（上富良野町） かみふらの花火大会ふらのスキー祭り

そ の 他 花いっぱい運動（砂川市） 多賀町商店会花植え
（三笠市）

鈴蘭商店街花壇づくり
（滝川市）

札幌東白石万生公園交歓大会 第31回チャリティKAYAGINIまつり
（滝川市）

燃えれ！わが街2019
（札幌市東区） ふれあい広場(深川市)匠まつり（栗山町）

キラキラ☆フェスタあしべつ
2019星の降る里・芦別健夏まつり らんフェスタ赤平2019 茂尻商工産業祭り（赤平市）

第18回チャリティー100km
ウォーク大会 富良野北海へそ祭り

あかびら火まつり
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■ リスク管理態勢

　金融機関の抱えるリスクは多様化しております。当組合は、リスク管理を経営の最重要課題の一つとして
位置づけ、自己責任原則に基づく健全経営、及び安定した収益を確保するための体質強化に取り組み、バラ
ンスのとれた経営を目指しております。
　当組合では、「統合的リスク管理規程」、「統合的リスク管理方針」を定め、各種リスクについて、これを一元
的に管理し総体的に捉えて、ＡＬＭシステム等を活用し経営体力と比較・対照することにより、当組合の業務
の健全性を確保するべく、リスク管理態勢の充実・強化に努めております。

統合的リスク管理

信用リスク管理

　信用リスクとは、貸出先が条件どおりの債務履
行ができなくなること等により当組合が損失を被
るリスクのことをいいます。
　与信審査は、業務推進部門から完全に独立し
た審査管理部が担当し、相互牽制体制を確立し
ているとともに、当組合の定める審査基準に基づ
いて厳正かつ適切な審査を行っております。
　また、資産の自己査定については、厳正に実施
しており、所管部署による１次査定、審査管理部
による２次査定、監査部による検証を経て常務会
で最終決定を行い、資産内容を厳正にチェック
し、償却・引当を実施し資産の健全化に努めてお
ります。

オペレーショナル・リスク管理

　オペレーショナル・リスクとは金融機関の業務
の過程及び役職員の活動もしくはシステムが不
適切であること、または、外生的な事象等により、
損失を被るリスクをいいます。
　オペレーショナル・リスクの統括管理は事務部
が担当しており、「オペレーショナル･リスク管理
規程」に基づき、分析や評価等を実施し、リスク
発生の未然防止に努めております。
　当組合では、オペレーショナル・リスクを事務リ
スク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、風
評リスクに区分しており、そのうち事務リスク及び
システムリスクについては以下の通り管理してお
ります。

●事務リスク管理
　事務リスクとは、事務上のミスや不正等により
損失が発生するリスクのことをいいます。
　当組合は「事務リスク管理規程」に基づき、事
務処理における正確性の確保に努めているほか、
監査部による内部監査及び定例自店検査等の実
施により、牽制機能を確保し、事故等の未然防止
に努めております。

●システムリスク管理
　システムリスクとは、コンピュータシステムの障
害または誤作動、システムの不備及び不正利用等
により損失を被るリスクのことをいいます。
　当組合は、信用組合業界の共同オンラインシス
テム(信組情報サービス㈱)を基本システムとして
利用しているほか、「システムリスク管理規程」に
基づき、情報資産の保護や各種システム障害発
生時の適切な対応等に努めております。

市場リスク管理

　市場リスクとは、金利、為替及び株式等の様々
な市場のファクター（危険要素）の変動により損
失を被るリスクのことをいいます。
　余裕資金運用は、総務部が担当し常務会にお
いて執行決定しており、当組合の定める「市場関
連リスク管理規程」に基づいて資産の健全性の
維持と収益性の向上に努めており、運用方針等
を策定しているほか、定期的に各種分析やシミュ
レーションを実施しております。

流動性リスク管理

　流動性リスクとは、予期せず資金繰りが悪化し
たり、不利な条件での資金調達を余儀なくされる
ことにより損失を被るリスクのことをいいます。
　資金繰りについては、総務部が担当し、当組合
の定める「流動性リスク管理規程」に基づき、効率
的な運用と十分な資金の確保に努めております。

地域のお祭りに参加しました。
（岩見沢市：いわみざわ彩花まつり）

地域のお祭りに参加しました。
（栗山町：くりやま夏まつり）

■ 地域貢献
●社会貢献機能付「しんくみピーターパンカード」の取扱い
　当組合は、全国信用協同組合連合会が株式会社オリエントコーポレーションと提携した、
社会貢献機能を有するクレジットカード「しんくみピーターパンカード」を取扱い、お客さまに
ご利用いただいています。
　このカードは、お客さまが買い物等でご利用されたカード代金の0.5％相当額が、各地域の
信用組合協会が選定した福祉関連諸団体等に寄付されており、子どもたちの健全育成や難病の
子どもたちを支援することに役立っています。

●地域のイベント・お祭り等への参加
　当組合は、地域のイベント等に積極的に参加して地域のみなさまとのふれあいを深めております。

活 動 内 容 主 な 参 加 行 事

地域のお祭り
イベントへの
参 加・協 力

地 域 で の
お 祭 り
イベントへの
協 賛

いわみざわ彩花まつり ふるさと百餅まつり
（岩見沢市） ないえふれあいまつり ないえ冬まつり くりやま夏まつり

ピパオイヘルシーロードレース
（美唄市）

びばい桜2019花火大会
（美唄市）

美しき唄のまち全道カラオケ
選手権大会（美唄市） 第67回美唄市民文化祭 第30回ドカ雪まつり

（岩見沢市）

三笠北海盆おどり 第32回みかさ桂沢紅葉まつり 第49回砂川納涼花火大会 栗山天満宮例大祭 とんでん冬まつり（滝川市）

2019たきかわ納涼盆踊り・
花火大会 第47回滝川吹奏楽団定期演奏会 第18回たきかわ紙袋ランターンフェスティバル（滝川市） 赤平市民花火大会 鎮守茂尻出雲神社御礼大祭

（赤平市）

第41回かみふらの花と炎の
四季彩まつり（上富良野町） かみふらの花火大会ふらのスキー祭り

そ の 他 花いっぱい運動（砂川市） 多賀町商店会花植え
（三笠市）

鈴蘭商店街花壇づくり
（滝川市）

札幌東白石万生公園交歓大会 第31回チャリティKAYAGINIまつり
（滝川市）

燃えれ！わが街2019
（札幌市東区） ふれあい広場(深川市)匠まつり（栗山町）

キラキラ☆フェスタあしべつ
2019星の降る里・芦別健夏まつり らんフェスタ赤平2019 茂尻商工産業祭り（赤平市）

第18回チャリティー100km
ウォーク大会 富良野北海へそ祭り

あかびら火まつり
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■ 金融円滑化基本方針
1. 取組み方針
　当組合は、お客様からの資金需要や貸付条件
の変更等の申込みがあった場合には、これまでと
同様、お客様の抱えている問題を十分に把握し
たうえで、その解決に向けて真摯に取組みます。

2.金融円滑化措置の円滑な実施に向けた態勢整備
（1）当組合は、金融円滑化管理責任者及び関係

部店に金融円滑化管理担当者を配置し金融
円滑化管理の実効性を確保するための態勢
整備に努めます。

（2）当組合は、お借入れ条件の変更等に関する
相談窓口を各営業店に設置します。

（3）当組合は、お客様に対する経営相談、経営指
導及び経営改善に向けた取組みに努めます。

（4）当組合は、お客様の事業価値を見極める能
力（目利き力）向上に努めます。

3.他の金融機関等との緊密な連携
　当組合は、複数の金融機関から借入れを行っ
ているお客様から貸付条件の変更等の申し出
があった場合など、他の金融機関や信用保証協
会等と緊密な連携を図る必要が生じたときは、
守秘義務に留意しつつ、お客様の同意を得たう
えで、これらの関係機関と情報の確認・照会を
行うなど、緊密な連携に努めます。

■ 中小企業金融円滑化に基づく措置の受付状況
（単位：件、百万円）

件 　 　 数 金 　 　 額
3,739 26,935平成３１年３月末

令和２年３月末 4,009 28,647

■ 当組合の苦情処理措置・紛争解決措置等の概要について
　お客様からの苦情等お申し出の対応について
　当組合は、お客様からの苦情等のお申し出について、以下のとおり金融ADR制度も踏まえ、内部管理態勢等を整
備して迅速・公平・適切な対応を図り、お客様の信頼の向上に努めます。
１．お客様からの苦情等については、当組合の本支店またはお客様相談窓口でお受け致します。
２．お申し出頂いた苦情等は、事情・事実関係を調査するとともに、必要に応じ関係部署との連携を図り、公正・迅速・誠実に対応し、解決に努めます。
３．苦情等の受付・対応に当たっては、個人情報保護に関する法律やガイドライン等に沿い、適切に取扱い致します。
４．お客様からの苦情等のお申し出は、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けていますので、内容やご要望等に応じて適切な機関を
ご紹介し、その標準的な手続き等の情報をご提供します。

５．紛争解決を図るため、弁護士会の設置運営する仲裁センター等を利用することが出来ます。その際は、しんくみ相談所の規則等を遵守し解決に取
組みます。

６．顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進捗状況などについては、総務部が一元的に管理します。
７．反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規程等に基づき、必要に応じ警察等関係機関との連携をとったうえ、断固たる対応をとります。
８．苦情等に対応するため、研修等により関連規程等に基づき業務が運営されるよう、組合内に周知・徹底を図ります。
９．苦情等の内容については、必要に応じ苦情等の発生原因を調査し、苦情等の再発防止、未然防止に向けた取り組みを不断に行います。

　苦情処理措置
　当組合では、お客様により一層のご満足を頂けるよう、お取引に係る苦情等を受け付けておりますので、お気軽に
お申し出下さい。（苦情等とは、当組合との取引に関する照会・相談・要望・苦情・紛争のいずれかに該当するもの及び
これらに準ずるものをいいます。）ご契約内容や商品に関する苦情等は、「お取引先店舗」または「お客様相談窓口」
にお申し出ください。

　紛争解決措置
　紛争の解決については、当組合の他、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けています。
　（詳しくは、当組合お客様相談窓口へご相談下さい。）
　【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
　電話番号：03－3567－2456　　受付時間：午前9時～午後5時（祝日および協会の休業日は除きます）
　札幌弁護士会、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置運営する仲裁センター等で紛争の
解決を図ることも可能ですので、当組合お客様相談窓口またはしんくみ相談所へお申し出ください。
　また、お客様から直接仲裁センター等へお申し出いただくことも可能です。なお、仲裁センター等では、札幌及び東京以外
の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法もあります。
①移管調停：札幌及び東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決

に当る。
※移管調停、現地調停の具体的内容については仲裁センター等にご照会下さい。

当組合のコンプライアンス基本方針

■ コンプライアンス（法令等遵守)態勢
　「コンプライアンス」とは、法令等遵守という意味です。当組合は、コンプライアンスを金融機関としての公共的
使命及び社会的責任を果たす上で、経営の最重要課題と位置付け取組んでおります。
　当組合は、「行動綱領」、「コンプライアンス管理規程」及び「コンプライアンスマニュアル」等を制定しているほ
か、コンプライアンスに係る通信講座や検定試験の実施、定例的な職場内研修の開催などを通じ、役職員のコン
プライアンス意識の徹底を図っており、コンプライアンス態勢の更なる充実・強化に努めております。
　また、コンプライアンス担当者を本部各部室及び各営業店に配置し、職員への指導や法令等の遵守状況の
チェックを実施しております。

■ 反社会的勢力に対する基本方針
当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮
断するため、以下のとおり基本方針を定め、これを遵守します。

１．社会的使命と公共性の自覚と責任
（１）当組合は、常に健全経営に徹することにより、中小零細企業者及び勤労者の金融の円滑化に努めます。
（２）当組合は、常にお客様へのサービス向上に努めることにより、地域の経済、社会、生活の健全な発展に貢献します。

１．組織としての対応
当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。

２．外部専門機関との連携
当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な
連携関係を構築します。

３．取引の未然防止を含めた一切の関係遮断
当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識し、その責任を組織全体で果たすため、反社会的勢力との取引の未然防止を含めた一
切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不当な要求には応じません。

４．有事における民事と刑事の法的対応
当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。

５．資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は
行いません。

■ 顧客保護等管理方針
当組合は、役職員に法令等の遵守を徹底し、当組合のお客様の利益保護及び利便性の向上を図り、お客様
からの信頼を確保するため、次の事項に取り組んでまいります。

■ マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策
マネー・ローンダリングは「資金洗浄」と訳され、グローバル化が進むなかで国際的に問題視されており、マ
ネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策の重要性は近年益々高まっていることから、当組合も基本方針や
対策要領などを制定し、対策強化に努めております。お客様が犯罪行為に巻き込まれる可能性もあることか
ら、お取引時にご確認などをさせていただく場合がございます。

以下の項目については、当組合ホームページに掲載しております。

２．信頼の確保
（１）当組合は、常に各種法令・規則を遵守し、その精神を尊重します。
（２）当組合は、誠実・公正な行動により社会・顧客からの信頼の確保に努めます。

３．経営の透明性の確保
当組合は、常に組合員の皆様、地域社会、並びに職員とのコミュニケーションを重視し、開かれた経営を実践します。

４．反社会的勢力との対決
当組合は、反社会的勢力の介入に対して、企業として断固として立ち向かい、これを排除します。

１．お客様への説明を要する全ての取引や商品について、お客様の取引目的、知識、経験、資産の状況等に応じた、適正な情報提供と商品
説明を行います。

４．当組合の業務を外部委託する場合は、当該業務を的確、公正かつ効率的に遂行する能力を有する者に委託し、お客様の情報管理、
お客様への対応が適切に行われるよう努めます。

５．お客様との取引に伴い、お客様の利益が不当に害されることが無いよう、利益相反管理を適切に行い、業務を遂行します。

３．お客様の情報については、適法かつ適切な手段で取得します。
取得した情報は、正当な理由無く、お客様に提示した利用目的の範囲を超えた取扱や、外部への情報提供は行いません。
また、お客様の情報の正確性に努め、情報の漏えい防止のため、適切な安全管理措置を講じてまいります。

２．お客様からの苦情、相談について、迅速かつ誠実に対応するとともに、お客様の正当な利益の確保に努めます。

■ 個人情報保護宣言 ■ 金融商品に係る勧誘方針
■ 保険募集指針■ 利益相反管理方針

■ 電子決済等代行業者との連携及び協働に係る方針

【空知商工信用組合　お客様相談窓口（総務部）】
電話番号：0126－62－6164　
受付時間：午前9時～午後5時（祝日および当組合の休業日は除きます）

※なお、保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。

０５７０－０２２８０８

０３－３２８６－２６４８生命保険相談所（一般社団法人 生命保険協会）

そんぽADRセンター（一般社団法人 日本損害保険協会）

０１１－２５１－７７３０
０３－３５８１－００３１

０３－３５９５－８５８８
０３－３５８１－２２４９東京弁護士会 紛争解決センター 第二東京弁護士会 仲裁センター

第一東京弁護士会 仲裁センター札幌弁護士会 紛争解決センター
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■ 金融円滑化基本方針
1. 取組み方針
　当組合は、お客様からの資金需要や貸付条件
の変更等の申込みがあった場合には、これまでと
同様、お客様の抱えている問題を十分に把握し
たうえで、その解決に向けて真摯に取組みます。

2.金融円滑化措置の円滑な実施に向けた態勢整備
（1）当組合は、金融円滑化管理責任者及び関係

部店に金融円滑化管理担当者を配置し金融
円滑化管理の実効性を確保するための態勢
整備に努めます。

（2）当組合は、お借入れ条件の変更等に関する
相談窓口を各営業店に設置します。

（3）当組合は、お客様に対する経営相談、経営指
導及び経営改善に向けた取組みに努めます。

（4）当組合は、お客様の事業価値を見極める能
力（目利き力）向上に努めます。

3.他の金融機関等との緊密な連携
　当組合は、複数の金融機関から借入れを行っ
ているお客様から貸付条件の変更等の申し出
があった場合など、他の金融機関や信用保証協
会等と緊密な連携を図る必要が生じたときは、
守秘義務に留意しつつ、お客様の同意を得たう
えで、これらの関係機関と情報の確認・照会を
行うなど、緊密な連携に努めます。

■ 中小企業金融円滑化に基づく措置の受付状況
（単位：件、百万円）

件 　 　 数 金 　 　 額
3,739 26,935平成３１年３月末

令和２年３月末 4,009 28,647

■ 当組合の苦情処理措置・紛争解決措置等の概要について
　お客様からの苦情等お申し出の対応について
　当組合は、お客様からの苦情等のお申し出について、以下のとおり金融ADR制度も踏まえ、内部管理態勢等を整
備して迅速・公平・適切な対応を図り、お客様の信頼の向上に努めます。
１．お客様からの苦情等については、当組合の本支店またはお客様相談窓口でお受け致します。
２．お申し出頂いた苦情等は、事情・事実関係を調査するとともに、必要に応じ関係部署との連携を図り、公正・迅速・誠実に対応し、解決に努めます。
３．苦情等の受付・対応に当たっては、個人情報保護に関する法律やガイドライン等に沿い、適切に取扱い致します。
４．お客様からの苦情等のお申し出は、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けていますので、内容やご要望等に応じて適切な機関を
ご紹介し、その標準的な手続き等の情報をご提供します。

５．紛争解決を図るため、弁護士会の設置運営する仲裁センター等を利用することが出来ます。その際は、しんくみ相談所の規則等を遵守し解決に取
組みます。

６．顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進捗状況などについては、総務部が一元的に管理します。
７．反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規程等に基づき、必要に応じ警察等関係機関との連携をとったうえ、断固たる対応をとります。
８．苦情等に対応するため、研修等により関連規程等に基づき業務が運営されるよう、組合内に周知・徹底を図ります。
９．苦情等の内容については、必要に応じ苦情等の発生原因を調査し、苦情等の再発防止、未然防止に向けた取り組みを不断に行います。

　苦情処理措置
　当組合では、お客様により一層のご満足を頂けるよう、お取引に係る苦情等を受け付けておりますので、お気軽に
お申し出下さい。（苦情等とは、当組合との取引に関する照会・相談・要望・苦情・紛争のいずれかに該当するもの及び
これらに準ずるものをいいます。）ご契約内容や商品に関する苦情等は、「お取引先店舗」または「お客様相談窓口」
にお申し出ください。

　紛争解決措置
　紛争の解決については、当組合の他、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けています。
　（詳しくは、当組合お客様相談窓口へご相談下さい。）
　【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
　電話番号：03－3567－2456　　受付時間：午前9時～午後5時（祝日および協会の休業日は除きます）
　札幌弁護士会、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置運営する仲裁センター等で紛争の
解決を図ることも可能ですので、当組合お客様相談窓口またはしんくみ相談所へお申し出ください。
　また、お客様から直接仲裁センター等へお申し出いただくことも可能です。なお、仲裁センター等では、札幌及び東京以外
の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法もあります。
①移管調停：札幌及び東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決

に当る。
※移管調停、現地調停の具体的内容については仲裁センター等にご照会下さい。

当組合のコンプライアンス基本方針

■ コンプライアンス（法令等遵守)態勢
　「コンプライアンス」とは、法令等遵守という意味です。当組合は、コンプライアンスを金融機関としての公共的
使命及び社会的責任を果たす上で、経営の最重要課題と位置付け取組んでおります。
　当組合は、「行動綱領」、「コンプライアンス管理規程」及び「コンプライアンスマニュアル」等を制定しているほ
か、コンプライアンスに係る通信講座や検定試験の実施、定例的な職場内研修の開催などを通じ、役職員のコン
プライアンス意識の徹底を図っており、コンプライアンス態勢の更なる充実・強化に努めております。
　また、コンプライアンス担当者を本部各部室及び各営業店に配置し、職員への指導や法令等の遵守状況の
チェックを実施しております。

■ 反社会的勢力に対する基本方針
当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮
断するため、以下のとおり基本方針を定め、これを遵守します。

１．社会的使命と公共性の自覚と責任
（１）当組合は、常に健全経営に徹することにより、中小零細企業者及び勤労者の金融の円滑化に努めます。
（２）当組合は、常にお客様へのサービス向上に努めることにより、地域の経済、社会、生活の健全な発展に貢献します。

１．組織としての対応
当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。

２．外部専門機関との連携
当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な
連携関係を構築します。

３．取引の未然防止を含めた一切の関係遮断
当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識し、その責任を組織全体で果たすため、反社会的勢力との取引の未然防止を含めた一
切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不当な要求には応じません。

４．有事における民事と刑事の法的対応
当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。

５．資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は
行いません。

■ 顧客保護等管理方針
当組合は、役職員に法令等の遵守を徹底し、当組合のお客様の利益保護及び利便性の向上を図り、お客様
からの信頼を確保するため、次の事項に取り組んでまいります。

■ マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策
マネー・ローンダリングは「資金洗浄」と訳され、グローバル化が進むなかで国際的に問題視されており、マ
ネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策の重要性は近年益々高まっていることから、当組合も基本方針や
対策要領などを制定し、対策強化に努めております。お客様が犯罪行為に巻き込まれる可能性もあることか
ら、お取引時にご確認などをさせていただく場合がございます。

以下の項目については、当組合ホームページに掲載しております。

２．信頼の確保
（１）当組合は、常に各種法令・規則を遵守し、その精神を尊重します。
（２）当組合は、誠実・公正な行動により社会・顧客からの信頼の確保に努めます。

３．経営の透明性の確保
当組合は、常に組合員の皆様、地域社会、並びに職員とのコミュニケーションを重視し、開かれた経営を実践します。

４．反社会的勢力との対決
当組合は、反社会的勢力の介入に対して、企業として断固として立ち向かい、これを排除します。

１．お客様への説明を要する全ての取引や商品について、お客様の取引目的、知識、経験、資産の状況等に応じた、適正な情報提供と商品
説明を行います。

４．当組合の業務を外部委託する場合は、当該業務を的確、公正かつ効率的に遂行する能力を有する者に委託し、お客様の情報管理、
お客様への対応が適切に行われるよう努めます。

５．お客様との取引に伴い、お客様の利益が不当に害されることが無いよう、利益相反管理を適切に行い、業務を遂行します。

３．お客様の情報については、適法かつ適切な手段で取得します。
取得した情報は、正当な理由無く、お客様に提示した利用目的の範囲を超えた取扱や、外部への情報提供は行いません。
また、お客様の情報の正確性に努め、情報の漏えい防止のため、適切な安全管理措置を講じてまいります。

２．お客様からの苦情、相談について、迅速かつ誠実に対応するとともに、お客様の正当な利益の確保に努めます。

■ 個人情報保護宣言 ■ 金融商品に係る勧誘方針
■ 保険募集指針■ 利益相反管理方針

■ 電子決済等代行業者との連携及び協働に係る方針

【空知商工信用組合　お客様相談窓口（総務部）】
電話番号：0126－62－6164　
受付時間：午前9時～午後5時（祝日および当組合の休業日は除きます）

※なお、保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。

０５７０－０２２８０８

０３－３２８６－２６４８生命保険相談所（一般社団法人 生命保険協会）

そんぽADRセンター（一般社団法人 日本損害保険協会）

０１１－２５１－７７３０
０３－３５８１－００３１

０３－３５９５－８５８８
０３－３５８１－２２４９東京弁護士会 紛争解決センター 第二東京弁護士会 仲裁センター

第一東京弁護士会 仲裁センター札幌弁護士会 紛争解決センター
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（ 資 産 の 部 ） 平成30年度末 令和元年度末

（単位：千円）

平成30年度末 令和元年度末

（単位：千円）

現 金
預 け 金
買 入 手 形
コ ー ル ロ ー ン
買 現 先 勘 定
債券貸借取引支払保証金
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
商 品 有 価 証 券
有 価 証 券
国 債
地 方 債
短 期 社 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

外 国 為 替
そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
全 信 組 連 出 資 金
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
の れ ん
リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産

前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
(うち個別貸倒引当金 )

資 産 の 部 合 計

 1,515,000 
33,700,161 

―
―
―
―
―
―
―

 6,652,956 
 300,537 

 2,739,675 
― 

 2,397,498 
 11,300 

 1,203,946 
51,991,143 
 331,976 

 4,713,637 
46,291,428 
 654,101 

― 
 447,715 
 4,075 

 268,600 
 3,379 
 77,817 
 93,842 
 574,032 
 216,410 
 314,812 
 2,620 

― 
 40,189 
 3,108 
 628 
― 
 ― 

 2,480 
― 
― 
― 

 10,779 
 -1,075,878 
 （-923,062）

93,819,019 

79,103,657 
 486,123 

20,020,962 
 89,813 
 20,717 

56,276,288 
 2,144,502 
 65,248 

―
10,400,000 

―
10,400,000 

― 
― 
― 
― 
― 
― 

 477,643 
 15,238 
 156,191 
 2,065 
 6,690 
 53,907 
 172,630 
 61,328 
 3,350 

― 
 6,241 
 24,598 

 ―
 18,780 
 12,133 
 14,177 
 33,612 

― 
 62,779 

―
 10,779 

90,158,161 

 2,566,577 
 1,066,577 
 1,500,000 

― 
 721,331 
 721,331 

 ― 
 142,669 

― 
 142,669 

 ― 
  

 142,669 
― 
 ― 

 3,430,578 
 230,279 

―
 230,279 

 3,660,858 
93,819,019 

（ 負 債 の 部 ）

（―）

● 貸借対照表
■ 財務諸表

預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金
借 用 金
借 入 金
当 座 借 越

売 渡 手 形
コ ー ル マ ネ ー
売 現 先 勘 定
債券貸借取引受入担保金
コ マ ー シャ ル・ペ ー パ ー
外 国 為 替
そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 塡 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
職 員 預 り 金
リ ー ス 債 務
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
特 別 法 上 の 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金
普 通 出 資 金
優 先 出 資 金

優 先 出 資 申 込 証 拠 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
特 別 積 立 金
(うち経営安定積立金)
当 期 未 処 分 剰 余 金

自 己 優 先 出 資
自己優先出資申込証拠金
組 合 員 勘 定 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

 1,207,707 
26,540,573 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

 6,309,554 
― 

 2,857,342 
― 

 2,264,700 
 11,300 

 1,176,212 
55,760,423 
 326,685 

 4,380,707 
50,451,671 
 601,359 

― 
 413,717 
 2,548 

 268,600 
 2,877 
 64,909 
 74,782 
 605,225 
 215,199 
 314,812 
 4,830 

― 
 70,383 
 2,848 
 368 
― 
― 

 2,480 
― 
― 
― 

 11,415 
-1,049,439 
（-915,212）

89,802,027 

76,541,439 
 401,444 

20,127,987 
 80,319 
 4,705 

53,724,559 
 2,049,789 
 152,633 

―
 9,000,000 

―
 9,000,000 

―
―
―
―
―
―

 421,001 
 6,021 

 174,414 
 2,671 
 5,057 
 44,688 
 110,187 
 66,578 
 4,830 

―
 6,552 
 25,389 

―
 13,187 
 12,333 
 15,352 
 26,837 

―
 45,204 

―
 11,415 

86,112,161 

 2,459,426 
 959,426 

 1,500,000 
―

 721,331 
 721,331 

―
 328,999 
 14,300 
 314,699 

―
 

 314,699 
―
―

 3,509,757 
 180,108 

―
 180,108 

 3,689,866 
89,802,027 

（―）

■ リスク管理債権及び同債権に対する保全額
（単位：百万円・％）

■ 金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額
（単位：百万円・％）

（注）1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ず
る債権です。

2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高
い債権です。

3．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。

4．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」「危険債権」「要管理債権」以外の債権です。

6．「貸倒引当金(C)」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

7．金額は決算後（償却後）の計数です。

5．「担保・保証等(B)」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

2．「延滞債権」とは、上記1．及び債務者の経営再建又は支援(以下「経営再建等」という。)を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。

（注）1．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、①会社更生法又は、金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規
定による更生手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあっ
た債務者、④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

3．「3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが、約定支払日の翌日から３か月以上延滞している貸出金（上記１．及び2．を除く）です。

4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金（上記1．～3．を除く）です。

5．「担保・保証額(B)」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。

6．「貸倒引当金(C)」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。
7．「保全率(B+C)/(A)」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
8．これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となる
ものではありません。

区 分
債 権 額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保 全 額
（D）=（B）+（C）

保 全 率
（D）/（A）

貸倒引当金引当率
（C）/（A-B）

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

451 

708 

1,818 

1,351 

46 

33 

2,316 

2,093 

49,730 

53,710 

52,047 

55,803 

172 

147 

921 

764 

27 

26 

1,121 

938 

279 

561 

643 

353 

0 

0 

923 

915 

451 

708 

1,565 

1,118 

28 

27 

2,045 

1,854 

100.00

100.00

86.07 

82.77 

62.52 

80.94 

88.31 

88.57 

100.00 

100.00 

71.76 

60.31 

5.05 

9.10 

77.35 

79.28 

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

不 良 債 権 計

正 常 債 権

合 計

区 分
残 高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保 全 率
（B+C）/A

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

213 

417 

2,052 

1,640 

－

－

46 

33 

2,312 

2,091 

46 

69 

1,047 

842 

－

－

27 

26 

1,121 

938 

167 

347 

752 

565 

－

－

0 

0 

920 

913 

100.00 

100.00

87.71 

85.82 

－

－

62.52 

80.94 

88.34 

88.57 

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3か月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合 計
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（ 資 産 の 部 ） 平成30年度末 令和元年度末

（単位：千円）

平成30年度末 令和元年度末

（単位：千円）

現 金
預 け 金
買 入 手 形
コ ー ル ロ ー ン
買 現 先 勘 定
債券貸借取引支払保証金
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
商 品 有 価 証 券
有 価 証 券
国 債
地 方 債
短 期 社 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

外 国 為 替
そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
全 信 組 連 出 資 金
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
の れ ん
リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産

前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
(うち個別貸倒引当金 )

資 産 の 部 合 計

 1,515,000 
33,700,161 

―
―
―
―
―
―
―

 6,652,956 
 300,537 

 2,739,675 
― 

 2,397,498 
 11,300 

 1,203,946 
51,991,143 
 331,976 

 4,713,637 
46,291,428 
 654,101 

― 
 447,715 
 4,075 

 268,600 
 3,379 
 77,817 
 93,842 
 574,032 
 216,410 
 314,812 
 2,620 

― 
 40,189 
 3,108 
 628 
― 
 ― 

 2,480 
― 
― 
― 

 10,779 
 -1,075,878 
 （-923,062）

93,819,019 

79,103,657 
 486,123 

20,020,962 
 89,813 
 20,717 

56,276,288 
 2,144,502 
 65,248 

―
10,400,000 

―
10,400,000 

― 
― 
― 
― 
― 
― 

 477,643 
 15,238 
 156,191 
 2,065 
 6,690 
 53,907 
 172,630 
 61,328 
 3,350 

― 
 6,241 
 24,598 

 ―
 18,780 
 12,133 
 14,177 
 33,612 

― 
 62,779 

―
 10,779 

90,158,161 

 2,566,577 
 1,066,577 
 1,500,000 

― 
 721,331 
 721,331 

 ― 
 142,669 

― 
 142,669 

 ― 
  

 142,669 
― 
 ― 

 3,430,578 
 230,279 

―
 230,279 

 3,660,858 
93,819,019 

（ 負 債 の 部 ）

（―）

● 貸借対照表
■ 財務諸表

預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金
借 用 金
借 入 金
当 座 借 越

売 渡 手 形
コ ー ル マ ネ ー
売 現 先 勘 定
債券貸借取引受入担保金
コ マ ー シャ ル・ペ ー パ ー
外 国 為 替
そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 塡 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
職 員 預 り 金
リ ー ス 債 務
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
特 別 法 上 の 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金
普 通 出 資 金
優 先 出 資 金

優 先 出 資 申 込 証 拠 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
特 別 積 立 金
(うち経営安定積立金)
当 期 未 処 分 剰 余 金

自 己 優 先 出 資
自己優先出資申込証拠金
組 合 員 勘 定 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

 1,207,707 
26,540,573 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

 6,309,554 
― 

 2,857,342 
― 

 2,264,700 
 11,300 

 1,176,212 
55,760,423 
 326,685 

 4,380,707 
50,451,671 
 601,359 

― 
 413,717 
 2,548 

 268,600 
 2,877 
 64,909 
 74,782 
 605,225 
 215,199 
 314,812 
 4,830 

― 
 70,383 
 2,848 
 368 
― 
― 

 2,480 
― 
― 
― 

 11,415 
-1,049,439 
（-915,212）

89,802,027 

76,541,439 
 401,444 

20,127,987 
 80,319 
 4,705 

53,724,559 
 2,049,789 
 152,633 

―
 9,000,000 

―
 9,000,000 

―
―
―
―
―
―

 421,001 
 6,021 

 174,414 
 2,671 
 5,057 
 44,688 
 110,187 
 66,578 
 4,830 

―
 6,552 
 25,389 

―
 13,187 
 12,333 
 15,352 
 26,837 

―
 45,204 

―
 11,415 

86,112,161 

 2,459,426 
 959,426 

 1,500,000 
―

 721,331 
 721,331 

―
 328,999 
 14,300 
 314,699 

―
 

 314,699 
―
―

 3,509,757 
 180,108 

―
 180,108 

 3,689,866 
89,802,027 

（―）

■ リスク管理債権及び同債権に対する保全額
（単位：百万円・％）

■ 金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額
（単位：百万円・％）

（注）1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ず
る債権です。

2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高
い債権です。

3．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。

4．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」「危険債権」「要管理債権」以外の債権です。

6．「貸倒引当金(C)」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

7．金額は決算後（償却後）の計数です。

5．「担保・保証等(B)」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

2．「延滞債権」とは、上記1．及び債務者の経営再建又は支援(以下「経営再建等」という。)を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。

（注）1．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、①会社更生法又は、金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規
定による更生手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあっ
た債務者、④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

3．「3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが、約定支払日の翌日から３か月以上延滞している貸出金（上記１．及び2．を除く）です。

4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金（上記1．～3．を除く）です。

5．「担保・保証額(B)」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。

6．「貸倒引当金(C)」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。
7．「保全率(B+C)/(A)」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
8．これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となる
ものではありません。

区 分
債 権 額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保 全 額
（D）=（B）+（C）

保 全 率
（D）/（A）

貸倒引当金引当率
（C）/（A-B）

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

451 

708 

1,818 

1,351 

46 

33 

2,316 

2,093 

49,730 

53,710 

52,047 

55,803 

172 

147 

921 

764 

27 

26 

1,121 

938 

279 

561 

643 

353 

0 

0 

923 

915 

451 

708 

1,565 

1,118 

28 

27 

2,045 

1,854 

100.00

100.00

86.07 

82.77 

62.52 

80.94 

88.31 

88.57 

100.00 

100.00 

71.76 

60.31 

5.05 

9.10 

77.35 

79.28 

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

不 良 債 権 計

正 常 債 権

合 計

区 分
残 高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保 全 率
（B+C）/A

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

213 

417 

2,052 

1,640 

－

－

46 

33 

2,312 

2,091 

46 

69 

1,047 

842 

－

－

27 

26 

1,121 

938 

167 

347 

752 

565 

－

－

0 

0 

920 

913 

100.00 

100.00

87.71 

85.82 

－

－

62.52 

80.94 

88.34 

88.57 

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3か月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合 計



● 貸借対照表注記
1． 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 ( 以下の注記も同
様であります。）したがって、内訳とその合計額は相違する場合があります。
2．　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度
末の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、
時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法に
よる原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額について
は、全部純資産直入法により処理しております。
3．　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4
月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以後
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
また主な耐用年数は次のとおりであります。

　　 建物　　　15年～39年　　その他　　 3年～15年
4．　無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しており
ます。なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用期間
（5年）に基づいて償却しております。
5．　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固
定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっており
ます。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるも
のは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
6．　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。

　　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻
先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻
先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減
額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にない
が、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念
先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総
合的に判断し必要と認める額を計上しております。

　　上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３
年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年
間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の
一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な
修正を加えて算定しております。

　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、審査管理部が資産査定を
実施し、当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しております。

　　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権
額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残
額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は688百万
円であります。
7．　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞
与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
8．　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき必要額を計上しております。

　　また、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度
（総合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年金制度に関する事項
は次のとおりです。

　（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成31年3月31日現在）
年金資産の額 345,052百万円
年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備額との合計額 298,784百万円
差引額 46,268百万円

　（2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　（自平成30年4月1日 至平成31年3月31日）　　0.569％
（3）補足説明　上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務

債務残高22,092百万円及び別途積立金68,360百万円であり、本制度にお
ける過去勤務債務の償却方法は元利均等償却で、その償却残年数は13年
となっております。なお、上記（2）の割合は当組合の実際の負担割合とは一
致しておりません。

9．　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員
に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生している
と認められる額を計上しております。
10．　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者か
らの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積も
り、必要と認める額を計上しております。
11．　偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の支出に
備えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。

12．　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
13．　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　
　695百万円

14．　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額　
　―百万円

15．　有形固定資産の減価償却累計額 1,233百万円
16．　有形固定資産の圧縮記帳額 ―百万円
17．　貸出金のうち破綻先債権額は417百万円、延滞債権額は1,640百万円であり
ます。
　  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がない
ものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除
く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年
政令第97号)第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4
号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務
者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出
金以外の貸出金であります。

18．　貸出金のうち、3か月以上延滞債権額は―百万円であります。
　　なお、3か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日
から3か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しない
ものであります。

19．　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は33百万円であります。
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3か月
以上延滞債権に該当しないものであります。

20．　破綻先債権額、延滞債権額、3か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は2,091百万円であります。
　なお、17．から20．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

21．　貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電話設備をリース契約により
使用しております。

22．　手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の額面金
額は、326百万円であります。

23．　担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　担保提供している資産　　預け金　11,000百万円
　　上記資産は、借入金及び内国為替取引のための担保提供資産であります。
24．　出資1口当りの純資産額は347円95銭です。
25．　金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を
行っております。このため、金利変動による不利な影響が生じないよう
に、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として営業地区内のお客様に対する
貸出金であります。
　また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的、純投資目的で保有
しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リ
スク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒
されております。また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに
晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　当組合は、貸出金事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規
程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、
信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理
に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、各営
業店のほか審査管理部により行われ、また、定期的に経営陣による審
査会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。さらに、与信管
理の状況については、監査部がチェックしております。有価証券の発
行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報や時価の把
握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（イ）金利リスクの管理
　当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　ALMに関する取扱要領において、リスク管理方法や手続等の詳細
を明記しており、ALM委員会においてALMに関する実施状況の把握・
確認及び今後の対応等の協議を行っております。日常的には総合企
画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、
ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次
ベースでALM委員会に報告し、今後の対応等の協議を行い、協議内
容を常務会に報告しております。

（ロ）価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、毎事業年度の運
用方針に基づき、常務会の監督の下、市場関連リスク管理規程等に従
い行われております。このうち、総務部では、市場運用商品の購入を
行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリ
ングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。これらの情報
は総合企画部を通じ、定期的に理事会、常務会及びALM委員会に報
告されております。

（ハ）市場リスクに係る定量的情報
　当組合では、預け金、有価証券のうち債券、貸出金及び預金積金の
市場リスク量をVaRにより月次で計測しており、取得したリスク量がリ
スク限度額の範囲内となるよう管理しております。
　当組合の「有価証券・定期性預け金」のVaRは分散共分散法（保有
期間21日、信頼区間99％、観測期間1年）、「流動性預け金、貸出金、預
金積金等」のVaRはモンテカルロ法（保有期間21日、信頼区間99％、観
測期間1年）により算出しており、令和2年3月31日現在で、当組合の市
場リスク量は全体で297百万円であります。
　ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定
の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられない
ほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合
があります。
③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手
段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などに
よって、流動性リスクを管理しております。

21 Report 2020 22Report 2020

《資料編》 《資料編》

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の
算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条
件等によった場合、当該価額が異なることもあります。なお、金融商品の
うち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算により算出した
時価に代わる金額を開示しております。

26．　金融商品の時価等に関する事項
　令和2年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非
上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。また、重要性の乏
しい科目については記載を省略しております。

※1　預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算
出した時価に代わる金額」を記載しております。

※2　その他有価証券については非上場株式を除いております。
※3　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注1）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預け金　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金につ
いては、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を
時価とみなしております。

（2）有価証券　有価証券の時価は取引所の価格又は取引金融機関から提
示された価格を採用しております。なお、保有目的区分ごとの有価証券
に関する注記事項については27．以下に記載しております。

（3）貸出金　貸出金は、以下の①②の合計額から貸出金に対応する一般貸倒
引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果
を簡便な方法により算出した時価に代わる金額として記載しております。
①6か月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権
については、その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額(貸倒引
当金控除前の額)。
②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額
を市場金利(LIBOR・SWAP等)で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
（1）預金積金　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿

簿価）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の金額帯及
び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の
市場金利(LIBOR・SWAP等)で割り引いた価額を時価とみなしております。

（2）借用金　借用金については、帳簿価額を時価としております。
（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであ

り、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（1）　預け金※1
（2）　有価証券
満期保有目的の債券
その他有価証券※2
（3）　貸出金※1
貸倒引当金※3

金融資産計
（1）　預金積金※1
（2）　借用金※1
金融負債計

貸借対照表計上額
 26,598 

 299 
 5,998 

 56,146 
 89,041 
 76,676 
 9,000 
 85,676 

時 価
 57 

-1
－

 1,435 
 1,491 
 135 
－

 135 

差 額
（単位：百万円）

※非上場株式、組合出資金（全信組連出資金等）は、時価を把握することが極
めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

27．　有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これら
には「国債」、「地方債」、「社債」及び「その他の証券」が含まれております。以
下30．まで同様であります。

（1）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（2）満期保有目的の債券

　（3）その他有価証券

（注）1．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価に
より計上したものであります。

28．　当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
29．　当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。　
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区 分
非 上 場 株 式 ※
組 合 出 資 金 ※

貸借対照表計上額
（単位：百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

合 計

貸借対照表計上額 取 得 原 価 差 額

－
4,742 

－
2,477 
2,264 
976 

5,718 

－
79 
－
79 
－

200 
279 

5,998 

－
4,570 

－
2,371 
2,198 
897 

5,467 

－
80 
－
80 
－

201 
281 

5,749 

（単位：百万円）

－
171 
－

105 
66 
78 
250 

 
－
-0
－
-0
－
-1
-1

 249 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの
国 債
地 方 債
社 債
そ の 他
小 計

貸借対照表計上額 時 価 差 額

－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

(単位：百万円）

－
－
－
－
－

債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
合 計

１年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（単位：百万円）

－
－
－
－
－
－

2,143 
－

2,143 
－
－

2,143 

2,355 
－

714 
1,641 
562 

2,917 

623 
－
－

623 
613 

1,237 

30．　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎
の償還予定額は次のとおりであります。

31．　当座貸越契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定
された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けること
を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,444百万
円であり、これらの契約は全て原契約期間が1年以内のもの、又は任意の時
期に無条件で取消し可能なものであります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影
響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、
債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額を減額する事ができる旨の条件が付けられて
おります。また、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき
顧客の状況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。

32．　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以
下のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 414百万円
税務上の繰越欠損金 349
その他 94
繰延税金資産小計 859
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 －349
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 －485

評価性引当額小計 －835
繰延税金資産合計 23
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 68
繰延税金負債合計 68
繰延税金負債の純額 45百万円

 26,541 
 

 300 
 5,998 
 55,760 
-1,049 
54,711 
87,550 
76,541 
 9,000 
 85,541 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの
国 債
地 方 債
社 債
そ の 他
小 計

合 計

－
300
－
－

300
300

－
298
－
－

298
298

－
-1
－
－
-1
-1

（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。 （a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（単位：百万円）
売 却 価 額

－ 
売 却 益

－ 
売　却　損

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

349

-349

－

349

-349

－

1年以内
税務上の

繰越欠損金(a)

評価性引当額

繰延税金資産

1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超 合計
（単位：百万円）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額



● 貸借対照表注記
1． 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 ( 以下の注記も同
様であります。）したがって、内訳とその合計額は相違する場合があります。
2．　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度
末の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、
時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法に
よる原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額について
は、全部純資産直入法により処理しております。
3．　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4
月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以後
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
また主な耐用年数は次のとおりであります。

　　 建物　　　15年～39年　　その他　　 3年～15年
4．　無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しており
ます。なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用期間
（5年）に基づいて償却しております。
5．　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固
定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっており
ます。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるも
のは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
6．　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。

　　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻
先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻
先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減
額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にない
が、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念
先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総
合的に判断し必要と認める額を計上しております。

　　上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３
年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年
間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の
一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な
修正を加えて算定しております。

　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、審査管理部が資産査定を
実施し、当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しております。

　　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権
額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残
額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は688百万
円であります。
7．　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞
与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
8．　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき必要額を計上しております。

　　また、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度
（総合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年金制度に関する事項
は次のとおりです。

　（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成31年3月31日現在）
年金資産の額 345,052百万円
年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備額との合計額 298,784百万円
差引額 46,268百万円

　（2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　（自平成30年4月1日 至平成31年3月31日）　　0.569％
（3）補足説明　上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務

債務残高22,092百万円及び別途積立金68,360百万円であり、本制度にお
ける過去勤務債務の償却方法は元利均等償却で、その償却残年数は13年
となっております。なお、上記（2）の割合は当組合の実際の負担割合とは一
致しておりません。

9．　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員
に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生している
と認められる額を計上しております。
10．　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者か
らの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積も
り、必要と認める額を計上しております。
11．　偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の支出に
備えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。

12．　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
13．　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　
　695百万円

14．　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額　
　―百万円

15．　有形固定資産の減価償却累計額 1,233百万円
16．　有形固定資産の圧縮記帳額 ―百万円
17．　貸出金のうち破綻先債権額は417百万円、延滞債権額は1,640百万円であり
ます。
　  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がない
ものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除
く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年
政令第97号)第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4
号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務
者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出
金以外の貸出金であります。

18．　貸出金のうち、3か月以上延滞債権額は―百万円であります。
　　なお、3か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日
から3か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しない
ものであります。

19．　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は33百万円であります。
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3か月
以上延滞債権に該当しないものであります。

20．　破綻先債権額、延滞債権額、3か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は2,091百万円であります。
　なお、17．から20．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

21．　貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電話設備をリース契約により
使用しております。

22．　手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の額面金
額は、326百万円であります。

23．　担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　担保提供している資産　　預け金　11,000百万円
　　上記資産は、借入金及び内国為替取引のための担保提供資産であります。
24．　出資1口当りの純資産額は347円95銭です。
25．　金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を
行っております。このため、金利変動による不利な影響が生じないよう
に、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として営業地区内のお客様に対する
貸出金であります。
　また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的、純投資目的で保有
しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リ
スク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒
されております。また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに
晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　当組合は、貸出金事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規
程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、
信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理
に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、各営
業店のほか審査管理部により行われ、また、定期的に経営陣による審
査会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。さらに、与信管
理の状況については、監査部がチェックしております。有価証券の発
行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報や時価の把
握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（イ）金利リスクの管理
　当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　ALMに関する取扱要領において、リスク管理方法や手続等の詳細
を明記しており、ALM委員会においてALMに関する実施状況の把握・
確認及び今後の対応等の協議を行っております。日常的には総合企
画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、
ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次
ベースでALM委員会に報告し、今後の対応等の協議を行い、協議内
容を常務会に報告しております。

（ロ）価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、毎事業年度の運
用方針に基づき、常務会の監督の下、市場関連リスク管理規程等に従
い行われております。このうち、総務部では、市場運用商品の購入を
行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリ
ングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。これらの情報
は総合企画部を通じ、定期的に理事会、常務会及びALM委員会に報
告されております。

（ハ）市場リスクに係る定量的情報
　当組合では、預け金、有価証券のうち債券、貸出金及び預金積金の
市場リスク量をVaRにより月次で計測しており、取得したリスク量がリ
スク限度額の範囲内となるよう管理しております。
　当組合の「有価証券・定期性預け金」のVaRは分散共分散法（保有
期間21日、信頼区間99％、観測期間1年）、「流動性預け金、貸出金、預
金積金等」のVaRはモンテカルロ法（保有期間21日、信頼区間99％、観
測期間1年）により算出しており、令和2年3月31日現在で、当組合の市
場リスク量は全体で297百万円であります。
　ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定
の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられない
ほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合
があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手
段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などに
よって、流動性リスクを管理しております。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の
算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条
件等によった場合、当該価額が異なることもあります。なお、金融商品の
うち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算により算出した
時価に代わる金額を開示しております。

26．　金融商品の時価等に関する事項
　令和2年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非
上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。また、重要性の乏
しい科目については記載を省略しております。

※1　預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算
出した時価に代わる金額」を記載しております。

※2　その他有価証券については非上場株式を除いております。
※3　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注1）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預け金　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金につ
いては、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を
時価とみなしております。

（2）有価証券　有価証券の時価は取引所の価格又は取引金融機関から提
示された価格を採用しております。なお、保有目的区分ごとの有価証券
に関する注記事項については27．以下に記載しております。

（3）貸出金　貸出金は、以下の①②の合計額から貸出金に対応する一般貸倒
引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果
を簡便な方法により算出した時価に代わる金額として記載しております。
①6か月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権
については、その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額(貸倒引
当金控除前の額)。
②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額
を市場金利(LIBOR・SWAP等)で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
（1）預金積金　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿

簿価）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の金額帯及
び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の
市場金利(LIBOR・SWAP等)で割り引いた価額を時価とみなしております。

（2）借用金　借用金については、帳簿価額を時価としております。
（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであ

り、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（1）　預け金※1
（2）　有価証券
満期保有目的の債券
その他有価証券※2
（3）　貸出金※1
貸倒引当金※3

金融資産計
（1）　預金積金※1
（2）　借用金※1
金融負債計

貸借対照表計上額
 26,598 

 299 
 5,998 

 56,146 
 89,041 
 76,676 
 9,000 
 85,676 

時 価
 57 

-1
－

 1,435 
 1,491 
 135 
－

 135 

差 額
（単位：百万円）

※非上場株式、組合出資金（全信組連出資金等）は、時価を把握することが極
めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

27．　有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これら
には「国債」、「地方債」、「社債」及び「その他の証券」が含まれております。以
下30．まで同様であります。

（1）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（2）満期保有目的の債券

　（3）その他有価証券

（注）1．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価に
より計上したものであります。

28．　当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
29．　当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。　
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区 分
非 上 場 株 式 ※
組 合 出 資 金 ※

貸借対照表計上額
（単位：百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

合 計

貸借対照表計上額 取 得 原 価 差 額

－
4,742 

－
2,477 
2,264 
976 

5,718 

－
79 
－
79 
－

200 
279 

5,998 

－
4,570 

－
2,371 
2,198 
897 

5,467 

－
80 
－
80 
－

201 
281 

5,749 

（単位：百万円）

－
171 
－

105 
66 
78 
250 

 
－
-0
－
-0
－
-1
-1

 249 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの
国 債
地 方 債
社 債
そ の 他
小 計

貸借対照表計上額 時 価 差 額

－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

(単位：百万円）

－
－
－
－
－

債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
合 計

１年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（単位：百万円）

－
－
－
－
－
－

2,143 
－

2,143 
－
－

2,143 

2,355 
－

714 
1,641 
562 

2,917 

623 
－
－

623 
613 

1,237 

30．　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎
の償還予定額は次のとおりであります。

31．　当座貸越契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定
された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けること
を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,444百万
円であり、これらの契約は全て原契約期間が1年以内のもの、又は任意の時
期に無条件で取消し可能なものであります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影
響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、
債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額を減額する事ができる旨の条件が付けられて
おります。また、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき
顧客の状況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。

32．　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以
下のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 414百万円
税務上の繰越欠損金 349
その他 94
繰延税金資産小計 859
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 －349
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 －485

評価性引当額小計 －835
繰延税金資産合計 23
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 68
繰延税金負債合計 68
繰延税金負債の純額 45百万円

 26,541 
 

 300 
 5,998 
 55,760 
-1,049 
54,711 
87,550 
76,541 
 9,000 
 85,541 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの
国 債
地 方 債
社 債
そ の 他
小 計

合 計

－
300
－
－

300
300

－
298
－
－

298
298

－
-1
－
－
-1
-1

（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。 （a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（単位：百万円）
売 却 価 額

－ 
売 却 益

－ 
売　却　損

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

349

-349

－

349

-349

－

1年以内
税務上の

繰越欠損金(a)

評価性引当額

繰延税金資産

1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超 合計
（単位：百万円）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額



■ 法定監査の状況

■ 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

■ 主要な経営指標の推移

　当組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の８第３項に規定する「特定信用組合」に該当しており
ますので、「貸借対照表」、「損益計算書」及び「剰余金処分計算書」等につきましては、会計監査人である「監査法人
ライトハウス」の監査を受けております。

区 分 平成２７年度 平成２8年度 平成29年度 平成３０年度 令和元年度

経 常 収 益

経 常 利 益 （ 損 失 ）

業 務 純 益 （ 損 失 ）

当 期 純 利 益（純 損 失）

預 金 積 金 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

総 資 産 額

純 資 産 額

自 己 資 本 比 率 ( 単 体 )

出 資 総 額

出 資 総 口 数

組 合 員 数

普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金

普 通 出 資 配 当 率

優 先 出 資 に 対 す る 配 当 金

優 先 出 資 配 当 率

職 員 数

（単位：千円）

（注）１．残高計数は期末日現在のものです。
２．「自己資本比率（単体）」は、平成 18 年金融庁告示第 22 号により算出しております。
３．平成 29 年度に「優先出資」を発行しており、平成 30 年度から配当を開始しております。

　私は当組合の平成31年4月1日から令和2年3月31日までの第

67期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金

処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効

性を確認いたしました。

令和２年６月２４日

空知商工信用組合

谷 山 　 哲 也理事長

1,806,617

327,614

426,198

225,816

85,469,173

42,621,205

34,026,458

91,418,216

3,136,263

7.13%

1,279,231

2,558千口

23,717名

12,749

年1.00%の割合

130名

2,003,410

93,071

129,119

73,772

87,076,455

44,878,430

24,724,496

95,038,770

2,199,228

6.75%

1,273,322

2,546千口

23,788名

12,799

年1.00%の割合

127名

1,334,541

-1,582,440

-944,861

-2,182,347

86,418,149

48,162,528

6,806,991

98,438,383

3,685,216

8.08%

2,734,817

2,769千口

23,732名

―

―

―

―

113名

1,448,570 

135,182 

168,158 

142,669 

79,103,657 

51,991,143

6,652,956

93,819,019 

3,660,858 

7.47%

2,566,577 

2,433千口

23,134名

12,318 

年１.00%の割合 

22,200 

年0.74%の割合 

95名 

 1,361,124 

 231,279 

 270,541 

 220,848 

 76,541,439 

 55,760,423 

 6,309,554 

 89,802,027 

 3,689,866 

7.29%

 2,459,426 

2,218千口

22,160名

 10,303 

 年１.00%の割合 

 22,200 

 年0.74%の割合 

95名

● 損益計算書
科　　　目 平成30年度 令和元年度

（単位：千円）

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
その他の役務収益

そ の 他 業 務 収 益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益

そ の 他 経 常 収 益
貸倒引当金戻入益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
給付補塡備金繰入額
譲 渡 性 預 金 利 息
借 用 金 利 息
その他の支払利息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
その他の役務費用

そ の 他 業 務 費 用
国債等債券売却損  
国債等債券償還損
国 債 等 債 券 償 却
その他の業務費用

経 費
人 件 費
物 件 費
税 金

そ の 他 経 常 費 用
貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
そ の 他 資 産 償 却
その他の経常費用

経 常 利 益
特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益
そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
そ の 他 の 特 別 損 失

科　　　目 平成30年度 令和元年度

（単位：千円）

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰 越 金 ( 当 期 首 残 高 ）
当 期 未 処 分 剰 余 金

〈注記〉
1. 　記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。（以下の注
記も同様であります。）従って、内訳とその合計額は相違する場合があり
ます。

2.　出資一口当たりの当期純利益　93円01銭

1,361,124 
1,286,792 
1,182,617 
 32,518 
 63,726 
 7,931 
 54,238 
 20,312 
 33,925 
 4,464 

― 
― 

 4,464 
 15,629 

― 
 7,693 

― 
 7,935 

1,129,845 
 50,496 
 49,010 
 1,151 

― 
 3 

 330 
 83,676 
 8,521 
 75,155 
 328 
― 

 327 
― 
 1 

 961,507 
 589,545 
 360,156 
 11,805 
 33,836 
 9,818 

― 
― 
― 
― 

 24,017 
 231,279 

― 
― 
― 

 2,076 
 2,076 

― 
― 

 229,203 
 6,736 
 1,618 
 8,354 

 220,848 
 93,850 
 314,699 

1,448,570 
1,283,053 
1,166,969 
42,570 
67,410 
6,104 
63,606 
23,183 
40,422 
2,211 

― 
―

2,211 
99,698 

―
6,476 

― 
93,222 

1,313,387 
64,141 
62,527 
1,271 

―
―

342 
88,910 
9,305 
79,604 

92 
― 
5 
― 
86 

1,004,625 
632,919 
359,283 
12,422 
155,617 
137,011 

―
― 
―
―

18,606 
135,182 

―
―
―

9,805 
9,735 

― 
69 

125,377 
8,022 

-25,314 
-17,292 
142,669 

― 
142,669

● 剰余金処分計算書
科　　　目 平成30年度 令和元年度

（単位：千円）

当 期 未 処 分 剰 余 金

剰　余　金　処　分　額

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

特 別 積 立 金

普通出資に対する配当金

優先出資に対する配当金

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 )

142,669 

48,818 

 14,300 

― 

―

12,318
（年1.00%の割合）

22,200
（年0.74%の割合）

93,850

314,699 

 54,603 

 22,100 

― 

―

10,303
(年1.00%の割合)

22,200
(年0.74%の割合)

260,096

23 Report 2020 24Report 2020

《資料編》 《資料編》



■ 法定監査の状況

■ 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

■ 主要な経営指標の推移

　当組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の８第３項に規定する「特定信用組合」に該当しており
ますので、「貸借対照表」、「損益計算書」及び「剰余金処分計算書」等につきましては、会計監査人である「監査法人
ライトハウス」の監査を受けております。

区 分 平成２７年度 平成２8年度 平成29年度 平成３０年度 令和元年度

経 常 収 益

経 常 利 益 （ 損 失 ）

業 務 純 益 （ 損 失 ）

当 期 純 利 益（純 損 失）

預 金 積 金 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

総 資 産 額

純 資 産 額

自 己 資 本 比 率 ( 単 体 )

出 資 総 額

出 資 総 口 数

組 合 員 数

普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金

普 通 出 資 配 当 率

優 先 出 資 に 対 す る 配 当 金

優 先 出 資 配 当 率

職 員 数

（単位：千円）

（注）１．残高計数は期末日現在のものです。
２．「自己資本比率（単体）」は、平成 18 年金融庁告示第 22 号により算出しております。
３．平成 29 年度に「優先出資」を発行しており、平成 30 年度から配当を開始しております。

　私は当組合の平成31年4月1日から令和2年3月31日までの第

67期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金

処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効

性を確認いたしました。

令和２年６月２４日

空知商工信用組合

谷 山 　 哲 也理事長

1,806,617

327,614

426,198

225,816

85,469,173

42,621,205

34,026,458

91,418,216

3,136,263

7.13%

1,279,231

2,558千口

23,717名

12,749

年1.00%の割合

130名

2,003,410

93,071

129,119

73,772

87,076,455

44,878,430

24,724,496

95,038,770

2,199,228

6.75%

1,273,322

2,546千口

23,788名

12,799

年1.00%の割合

127名

1,334,541

-1,582,440

-944,861

-2,182,347

86,418,149

48,162,528

6,806,991

98,438,383

3,685,216

8.08%

2,734,817

2,769千口

23,732名

―

―

―

―

113名

1,448,570 

135,182 

168,158 

142,669 

79,103,657 

51,991,143

6,652,956

93,819,019 

3,660,858 

7.47%

2,566,577 

2,433千口

23,134名

12,318 

年１.00%の割合 

22,200 

年0.74%の割合 

95名 

 1,361,124 

 231,279 

 270,541 

 220,848 

 76,541,439 

 55,760,423 

 6,309,554 

 89,802,027 

 3,689,866 

7.29%

 2,459,426 

2,218千口

22,160名

 10,303 

 年１.00%の割合 

 22,200 

 年0.74%の割合 

95名

● 損益計算書
科　　　目 平成30年度 令和元年度

（単位：千円）

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
その他の役務収益

そ の 他 業 務 収 益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益

そ の 他 経 常 収 益
貸倒引当金戻入益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
給付補塡備金繰入額
譲 渡 性 預 金 利 息
借 用 金 利 息
その他の支払利息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
その他の役務費用

そ の 他 業 務 費 用
国債等債券売却損  
国債等債券償還損
国 債 等 債 券 償 却
その他の業務費用

経 費
人 件 費
物 件 費
税 金

そ の 他 経 常 費 用
貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
そ の 他 資 産 償 却
その他の経常費用

経 常 利 益
特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益
そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
そ の 他 の 特 別 損 失

科　　　目 平成30年度 令和元年度

（単位：千円）

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰 越 金 ( 当 期 首 残 高 ）
当 期 未 処 分 剰 余 金

〈注記〉
1. 　記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。（以下の注
記も同様であります。）従って、内訳とその合計額は相違する場合があり
ます。

2.　出資一口当たりの当期純利益　93円01銭

1,361,124 
1,286,792 
1,182,617 
 32,518 
 63,726 
 7,931 
 54,238 
 20,312 
 33,925 
 4,464 

― 
― 

 4,464 
 15,629 

― 
 7,693 

― 
 7,935 

1,129,845 
 50,496 
 49,010 
 1,151 

― 
 3 

 330 
 83,676 
 8,521 
 75,155 
 328 
― 

 327 
― 
 1 

 961,507 
 589,545 
 360,156 
 11,805 
 33,836 
 9,818 

― 
― 
― 
― 

 24,017 
 231,279 

― 
― 
― 

 2,076 
 2,076 

― 
― 

 229,203 
 6,736 
 1,618 
 8,354 

 220,848 
 93,850 
 314,699 

1,448,570 
1,283,053 
1,166,969 
42,570 
67,410 
6,104 
63,606 
23,183 
40,422 
2,211 

― 
―

2,211 
99,698 

―
6,476 

― 
93,222 

1,313,387 
64,141 
62,527 
1,271 

―
―

342 
88,910 
9,305 
79,604 

92 
― 
5 
― 
86 

1,004,625 
632,919 
359,283 
12,422 
155,617 
137,011 

―
― 
―
―

18,606 
135,182 

―
―
―

9,805 
9,735 

― 
69 

125,377 
8,022 

-25,314 
-17,292 
142,669 

― 
142,669

● 剰余金処分計算書
科　　　目 平成30年度 令和元年度

（単位：千円）

当 期 未 処 分 剰 余 金

剰　余　金　処　分　額

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

特 別 積 立 金

普通出資に対する配当金

優先出資に対する配当金

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 )

142,669 

48,818 

 14,300 

― 

―

12,318
（年1.00%の割合）

22,200
（年0.74%の割合）

93,850

314,699 

 54,603 

 22,100 

― 

―

10,303
(年1.00%の割合)

22,200
(年0.74%の割合)

260,096
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■ 自己資本の充実の状況

2．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　自己資本の充実度に関しましては、当組合の自己資本比率は
令和元年度末7.29％であり、国内基準の4％を上回っており、経
営の健全性、安全性を充分に保っております。
　一方、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げ
る収益計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利
益による資本の積上げを基本施策と考えております。

6．証券化エクスポージャーに関する事項
　当組合は証券化取引を行っておりません。

3．信用リスクに関する項目
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　当組合では、信用リスクを組合の経営に最も大きな影響
を与えるリスクと認識し、与信業務の基本方針と信用リスク
管理の具体的な指針を明確に定めた「信用リスク管理規
程」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信
用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しております。
　信用リスクの計測にあたっては、「自己査定基準」に基づ
き、厳格な自己査定を実施するとともに、貸倒引当金は「償
却・引当基準」に基づき、自己査定における債務者区分と分
類区分をベースに算定するとともに、その結果については監
査法人の監査を受けるなど適正な計上に努めております。
　なお、当組合では信用リスク・アセット額の算出は標準的
手法を採用しております。

（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下
の４つの機関を採用しています。
　なお、投資の種類毎の適格格付機関の使い分けは行っ
ておりません。
①JCR（㈱日本格付研究所）
②R&I（㈱格付投資情報センター）
③Moody’s（ムーディーズ・ジャパン㈱）
④S&P（S&Pグローバル・レーティング・ジャパン㈱）

7．オペレーショナル・リスクに関する項目
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　当組合はオペレーショナル・リスクについて、事務リス
ク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、風評リスクの
各リスクを含む幅広いリスクと考え、想定されるさまざまな
リスクを的確に把握し、発生時には被害を最小限に抑える
べく、適切に対応できるよう態勢整備に努めております。ま
た、これらリスクに関しましては、常務会及び必要に応じて
理事会において報告する態勢を整備しております。

（2）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の
名称
　当組合は基礎的手法を採用しております。

4．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び
　手続の概要
　当組合は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況
の悪化などにより受ける損失を軽減（信用リスクを削減）するた
めに、取引先によっては、不動産等担保や信用保証協会保証に
よる保全措置を講じております。ただし、これはあくまでも補
完的措置であり、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経
営者の資質など、さまざまな角度から判断を行っております。
判断の結果、担保または保証が必要な場合には、お客様への十
分な説明とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な
取扱に努めております。
　自己資本比率で定められている信用リスク削減手法として
は、預金積金等の担保や、北海道信用保証協会等の保証があ
り、その手続きについては、当組合の事務規程等により、適切
な事務取扱及び適正な評価を行っております。また、お客様が
期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲にお
いて、預金相殺等をする場合がありますが、事務規程等により、
適切な取扱に努めております。この他、日本銀行貸出支援基金
の活用に係る「全信組連への預け金」と「全信組連からの借用
金」も信用リスク削減手法に該当します。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に
関しては、特定の取引先や業種に偏重することなく分散されて
おります。

5．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の
リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当組合は派生商品取引及び長期決済期間取引は行っており
ません。

8．銀行勘定における出資その他これに類するエクス
ポージャーまたは株式等エクスポージャーに関する
リスク管理の方法及び手続きの概要
　該当する非上場株式、出資金等に関しては、当組合が定める
自己査定基準に基づいた適正な運用・管理を行っております。
また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価に
よる定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況につ
いては、適宜、経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努
めております。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定め
る「有価証券会計基準」及び日本公認会計士協会「金融商品会
計に関する実務指針」等に準拠した、適正な処理を行っており
ます。

9．銀行勘定における金利リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　当組合は、金利リスクを「金利変動により被るリスク」と
定義し、定期的に評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態
勢としております。
　具体的には、VaR分析手法を用い、金利リスクを算定し
ALM委員会で定期的に協議検討を行い、金利リスク管理に
取組んでおります。

（2）内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手
法の概要
　金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいて算出し
ております。
・計測手法

保有する資産・負債について過去の金
利統計データを使って一定の期間に、一
定の確率で発生し得るリスク量を把握
する手法です。
保有期間　1か月　　観測期間　1年
信頼区間　99％

「VaR分析手法」・・・

月次（月末基準）・計測頻度

1．自己資本調達手段の概要
　当組合の自己資本は、出資金、資本剰余金及び利益剰余金等
により構成されております。
　なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次の通りです。
・普通出資
①発行主体：空知商工信用組合
②コア資本に係る基礎項目の額に算入された額：959百万円

・非累積的永久優先出資
①発行主体：空知商工信用組合
②コア資本に係る基礎項目の額に算入された額：2,221百万円
　※2,221百万円のうち、1,500百万円は優先出資金、721百
万円は資本準備金に計上しております。

③配当率：年0.74％（変動金利（５年固定））

■ 自己資本の構成に関する開示事項

(注) 自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその
保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」に係る算式に基づき算出しております。
 なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。

■ 自己資本

（単位：百万円、％）

項 目 平成30年度

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５％に相当する額のうち、コア資本に係る基
礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額（イ）

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

うち、上記以外に該当するものの額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資
本に係る基礎項目の額に含まれる額　

令和元年度

コア資本に係る基礎項目（１）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額

うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

コア資本に係る調整項目（２）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

前払年金費用の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る10％基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15％基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ）

リスク・アセット等（３）

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

3,477

3,180

328

32

―

136

136

―

―

―

―

3,613

2

―

2

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

2

3,611

47,287

―

―

―

2,215

―

―

49,503

7.29％

3,396

3,287

142

34

―

155

155

―

―

―

―

3,551

2

―

2

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

2

3,549

45,344

―

―

―

2,155

―

―

47,500

7.47％
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■ 自己資本の充実の状況

2．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　自己資本の充実度に関しましては、当組合の自己資本比率は
令和元年度末7.29％であり、国内基準の4％を上回っており、経
営の健全性、安全性を充分に保っております。
　一方、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げ
る収益計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利
益による資本の積上げを基本施策と考えております。

6．証券化エクスポージャーに関する事項
　当組合は証券化取引を行っておりません。

3．信用リスクに関する項目
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　当組合では、信用リスクを組合の経営に最も大きな影響
を与えるリスクと認識し、与信業務の基本方針と信用リスク
管理の具体的な指針を明確に定めた「信用リスク管理規
程」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信
用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しております。
　信用リスクの計測にあたっては、「自己査定基準」に基づ
き、厳格な自己査定を実施するとともに、貸倒引当金は「償
却・引当基準」に基づき、自己査定における債務者区分と分
類区分をベースに算定するとともに、その結果については監
査法人の監査を受けるなど適正な計上に努めております。
　なお、当組合では信用リスク・アセット額の算出は標準的
手法を採用しております。

（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下
の４つの機関を採用しています。
　なお、投資の種類毎の適格格付機関の使い分けは行っ
ておりません。
①JCR（㈱日本格付研究所）
②R&I（㈱格付投資情報センター）
③Moody’s（ムーディーズ・ジャパン㈱）
④S&P（S&Pグローバル・レーティング・ジャパン㈱）

7．オペレーショナル・リスクに関する項目
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　当組合はオペレーショナル・リスクについて、事務リス
ク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、風評リスクの
各リスクを含む幅広いリスクと考え、想定されるさまざまな
リスクを的確に把握し、発生時には被害を最小限に抑える
べく、適切に対応できるよう態勢整備に努めております。ま
た、これらリスクに関しましては、常務会及び必要に応じて
理事会において報告する態勢を整備しております。

（2）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の
名称
　当組合は基礎的手法を採用しております。

4．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び
　手続の概要
　当組合は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況
の悪化などにより受ける損失を軽減（信用リスクを削減）するた
めに、取引先によっては、不動産等担保や信用保証協会保証に
よる保全措置を講じております。ただし、これはあくまでも補
完的措置であり、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経
営者の資質など、さまざまな角度から判断を行っております。
判断の結果、担保または保証が必要な場合には、お客様への十
分な説明とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な
取扱に努めております。
　自己資本比率で定められている信用リスク削減手法として
は、預金積金等の担保や、北海道信用保証協会等の保証があ
り、その手続きについては、当組合の事務規程等により、適切
な事務取扱及び適正な評価を行っております。また、お客様が
期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲にお
いて、預金相殺等をする場合がありますが、事務規程等により、
適切な取扱に努めております。この他、日本銀行貸出支援基金
の活用に係る「全信組連への預け金」と「全信組連からの借用
金」も信用リスク削減手法に該当します。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に
関しては、特定の取引先や業種に偏重することなく分散されて
おります。

5．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の
リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当組合は派生商品取引及び長期決済期間取引は行っており
ません。

8．銀行勘定における出資その他これに類するエクス
ポージャーまたは株式等エクスポージャーに関する
リスク管理の方法及び手続きの概要
　該当する非上場株式、出資金等に関しては、当組合が定める
自己査定基準に基づいた適正な運用・管理を行っております。
また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価に
よる定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況につ
いては、適宜、経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努
めております。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定め
る「有価証券会計基準」及び日本公認会計士協会「金融商品会
計に関する実務指針」等に準拠した、適正な処理を行っており
ます。

9．銀行勘定における金利リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　当組合は、金利リスクを「金利変動により被るリスク」と
定義し、定期的に評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態
勢としております。
　具体的には、VaR分析手法を用い、金利リスクを算定し
ALM委員会で定期的に協議検討を行い、金利リスク管理に
取組んでおります。

（2）内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手
法の概要
　金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいて算出し
ております。
・計測手法

保有する資産・負債について過去の金
利統計データを使って一定の期間に、一
定の確率で発生し得るリスク量を把握
する手法です。
保有期間　1か月　　観測期間　1年
信頼区間　99％

「VaR分析手法」・・・

月次（月末基準）・計測頻度

1．自己資本調達手段の概要
　当組合の自己資本は、出資金、資本剰余金及び利益剰余金等
により構成されております。
　なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次の通りです。
・普通出資
①発行主体：空知商工信用組合
②コア資本に係る基礎項目の額に算入された額：959百万円

・非累積的永久優先出資
①発行主体：空知商工信用組合
②コア資本に係る基礎項目の額に算入された額：2,221百万円
　※2,221百万円のうち、1,500百万円は優先出資金、721百
万円は資本準備金に計上しております。

③配当率：年0.74％（変動金利（５年固定））

■ 自己資本の構成に関する開示事項

(注) 自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその
保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」に係る算式に基づき算出しております。
 なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。

■ 自己資本

（単位：百万円、％）

項 目 平成30年度

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５％に相当する額のうち、コア資本に係る基
礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額（イ）

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

うち、上記以外に該当するものの額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資
本に係る基礎項目の額に含まれる額　

令和元年度

コア資本に係る基礎項目（１）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額

うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

コア資本に係る調整項目（２）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

前払年金費用の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る10％基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15％基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ）

リスク・アセット等（３）

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

3,477

3,180

328

32

―

136

136

―

―

―

―

3,613

2

―

2

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

2

3,611

47,287

―

―

―

2,215

―

―

49,503

7.29％

3,396

3,287

142

34

―

155

155

―

―

―

―

3,551

2

―

2

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

2

3,549

45,344

―

―

―

2,155

―

―

47,500

7.47％
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■ 信用リスクに関する事項

■ 信用リスク削減手法に関する事項 ■ 派生商品取引及び長期決済期
間取引の取引相手のリスクに
関する事項

　　　　（単位：百万円）

一般貸倒
引 当 金
個別貸倒
引 当 金
合 計

平成30年度  152 
 134 
 923 
 915 
1,075 
1,049 

 129 
 152 
 878 
 923 
1,008 
1,075 

 129 
 152 
 808 
 886 
 938 
1,039 

 152 
 134 
 923 
 915 
1,075 
1,049 

－
－
 69 
 36 
 69 
 36 

令和元年度
平成30年度
令和元年度
平成30年度
令和元年度

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の
　期末残高及び期中の増減額

期首
残高

期末
残高

当 期
増 加 額

当期減少額
目的使用 その他

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

■ 証券化エクスポージャーに関
する事項

（注）1.格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
2.エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。
3.コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除
く）、CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

（単位：百万円）

０％
１０％
２０％
３５％
５０％
７５％
１００％
１５０％
２５０％
１２５０％
その他
合　　計

●リスク・ウェイト区分ごとのエクスポージャーの額等
告示で定める
リスク・ウェイト
区 分 （ ％ ）

エクスポージャーの額
平成３０年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
令和元年度

■ 出資等エクスポージャーに関する事項

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社株式及び関連会社の評価損益）

●貸借対照表計上額及び時価等

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

●出資等エクスポージャーの
　売却及び償却に伴う損益の額

●貸借対照表で認識され、
　かつ、損益計算書で
　認識されない評価損益の額

（注）1.当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。
2.上記「保証」には、信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会、
　株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャーは含まれておりません。

当組合は該当ありません。

－

（注）1.当組合は国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（単位：百万円）

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気･ガス･熱供給･水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国・地 方 公 共 団 体 等
個 人
合  計

平成30年度

個別貸倒引当金

期 首 残 高 当期増加額 期 末 残 高
当期減少額 貸出金償却

目 的 使 用 そ の 他
令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

（注）1．金利リスクの算定手法の概要等は、貸借対照表の注記に記載しております。
2.「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融庁告示第3号(平成31年2月18日）による改正を受け、令和2年3月末から
⊿NIIを開示することとなりましたが、開示初年度につき、当期末分のみを開示しております。

（単位：百万円）

1
2
3
4
5
6
7

8

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本額

IRRBB1：金利リスク

項　　番 ⊿ＥＶＥ ⊿NII
当 期 末

イ ロ ハ ニ

前 期 末 当 期 末 前 期 末

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

 68 
 －
－ 
 2 
 74 
－
－ 
67 
113 
 －

196 
 － 
 4 

140 
 13 
120 
 － 
－
 2 
－
－ 
 5 

808

 56 
－
－
－
 70 
－
－

227 
 96 
－

172 
－
 3 

135 
 6 

116 
－
－
0 
－
－
0 

886 

 9 
－
－
－
－
－
－
－
 5 
－
 12 
－
－
－
 5 
－
－
－
0 
－
－
 2 
 36 

 11 
－ 
 － 
 21 
 25 
－
－
－ 
 6 
－
－
－
－
－ 
 4 
－
－ 
－ 
 －
－ 
－
－ 
 69 

 80 
 －
－ 
 23 
100 
 －
－ 
67 
119 
 － 

196 
 －
 4 

140 
 17 
120 
 －
－ 
 2 
 －
 －
 5 

878 

 66 
 －
－
－ 
 70 
－
－ 

227 
101 
 －

185 
 － 
 3 

135 
 11 
116 
 －
－ 
 1 
－
－ 
 3 

923 

 66 
－
－
－
 70 
－
－

227 
101 
－

185 
－
 3 

135 
 11 
116 
－
－
 1 
－
－
 3 

923 

 54 
－
－
－
 79 
－
－

236 
 90 
－

165 
－
 2 

132 
 7 

142 
－
－
0 
－
－
 4 

915 

 54 
－
－
－
 79 
－
－

236 
 90 
－

165 
－
 2 

132 
 7 

142 
－
－
0 
－
－
 4 

915 

 66 
 － 
 － 
－ 
 70 
－ 
－ 

227 
101 
 － 

185 
 － 
 3 

135 
 11 
116 
－
－ 
 1 
－
－ 
 3 

923 

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－

 1,710 
－
－
－
－
－
－
－
－

 1,710 

 8,546 
 6,638 
 18,447 
 1,653 
 1,476 
 4,929 
 38,962 

 40 
 24 
－
 2 

 80,722 

－
－

1,712
－
－
－

100
－
－
－
－

1,812 

8,059
6,568
23,416
1,831
1,288
5,235
35,956

9
26
－
2

82,395

（注）投資信託等の複数の資産を裏付けとするエクスポージャー（いわゆるファンド）
のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式
等に含めて記載しております。

（単位：百万円）

上 場 株 式 等
非上場株式等
合 計

時 価 時 価貸借対照表
計 上 額

貸借対照表
計 上 額

平成30年度 令和元年度
区　　分

－
 281
281

－
281
281

－
 281
281

－
281
281

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

（単位：百万円）

売 却 益
売 却 損
償 却

平成30年度 令和元年度
－
－
－

－
－
－

上記の項目については該当ありません。

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されな
い評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

（単位：百万円）

評 価 損 益
平成30年度 令和元年度
318 249

（単位：百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
①ソブリン向け
②金融機関向け
③法人等向け
④中小企業等・個人向け
⑤抵当権付住宅ローン
⑥不動産取得等事業向け
⑦三月以上延滞等
⑧その他

令和元年度
適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ信用リスク削減手法

ポートフォリオ 平成30年度 令和元年度平成30年度 令和元年度平成30年度
－
－
－
－
－
－
－
－
－

 882 
－
－
 25 
 857 
－
－
－
－

1,112
 25
－

437
512
0

137
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－

990
－
－
17
972
－
－
－
－

 1,045 
 33 
－

 420 
 451 
－

 140 
－
－

エクスポージャー区分

業 種 区 分
期 間 区 分

信用リスクエクスポージャー期末残高
貸出金、コミットメント及びその他の
デリバティブ以外のオフ・バランス取引

三月以上延滞エクスポージャー
債券 その他

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電 気･ガ ス･熱 供 給 ･水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
1 年 以 下
1 年 超 3 年 以 下
3 年 超 5 年 以 下
5 年 超 7 年 以 下
7 年 超 1 0 年 以 下
1 0 年 超
期 間 の 定 め の な い も の
そ の 他
残 存 期 間 別 合 計

平成３０年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

令和元年度

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

ロ．オペレーショナル・リスク
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

②証券化エクスポージャー
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されな
かったものの額

■ 自己資本の充実度に関する事項

■ 信用リスクに関する事項

（注）1．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
2．「三月以上延滞エクスポージャー」とは元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
3．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。具体的には、現金、固定資産、繰延税金資産などが含まれます。
4．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。　5．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
6．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
＜業種別及び残存期間別＞ （単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
2．「エクスポージャー」とは資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
3．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央
政府及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

4．オペレーショナル・リスクの算出方法は基礎的手法を採用しております。
　＜オペレーショナル・リスクの算出方法＞

5．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

÷8％
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度

47,287 
47,287 

―
―
―
―
―
―
―
―

 153 
 17 

 3,892 
 5,642 
 3,761 
 578 

30,712 
 77 
0 

 606 
―
 11 
 11 
―

 1,835 

―

 268 

 61 

―

―

 1,506 
―
―
―

―

 2,215 
49,503 

1,891 
1,891 

―
―
―
―
―
―
―
―
 6 
0 

 155 
 225 
 150 
 23 

1,228 
 3 
0 

 24 
―
0 
0 
―
 73 

―

 10 

 2 

―

―

 60 
―
―
―

―

 88 
1,980 

45,344
45,344

―
―
―
―
―
―
―
―

154
18

4,883
5,130
4,018
640

28,189
53
0

596
―
11
11
―

1,646

―

268

65

―

―

1,312
―
―
―

―

2,155
47,500 

1,813
1,813

―
―
―
―
―
―
―
―
6
0

195
205
160
25

1,127
2
0
23
―
0
0
―
65

―

10

2

―

―

52
―
―
―

―

86
1,900

 668 
 39 
―
―

 4,782 
 5 

 371 
 1,941 
 3,255 
 19,739 
 29,619 

 56 
 116 
 625 
 715 
 744 
 5 
 13 

 1,964 
 614 

 8,342 
 6,888 
 1,921 
 82,432 
 24,228 
 8,579 
 4,175 
 5,415 
 5,237 
 38,710 
 －3,914 

 ― 
 82,432 

846
21
―
―

4,938
7

380
1,817
3,217
24,799
26,804

65
94
591
627
788
5
21

2,002
612

7,524
6,822
2,218
84,208
27,616
8,301
7,278
4,820
5,321
34,865
－3,995

―
84,208

 668 
 39 
―
―

 4,782 
 2 

 371 
 1,941 
 3,255 

 8 
 29,519 

 56 
 114 
 625 
 715 
 744 
 5 
 13 

 1,964 
 614 

 3,471 
 6,886 

―
 55,801 
 5,684 
 1,973 
 3,576 
 3,123 
 4,227 
 36,667 
 547 
―

 55,801 

846
21
―
―

4,938
5

380
1,817
3,216

8
26,704

65
92
591
627
788
5
21

2,002
612

2,478
6,820

―
52,044
6,662
1,903
3,469
3,566
3,879
32,345
217
―

52,044

―
―
―
―
―
―
―
―
―

 1,101 
 100 
―
―
―
―
―
―
―
―
―

 4,864 
―
―

 6,065 
 16 
 606 
 598 

 1,792 
 1,009 
 2,042 

―
―

 6,065 

―
―
―
―
―
―
―
―
―

1,200
100
―
―
―
―
―
―
―
―
―

5,039
―
―

6,340
417
397
808
754

1,442
2,519

―
―

6,340

―
―
―
―
―
 2 
―
―
0 

 18,630 
―
―
 1 
―
―
―
―
―
―
―
 7 
 1 

 1,921 
 20,565 
 18,527 
 6,000 

―
 500 
―
―

 －4,461 
―

 20,565 

―
―
―
―
―
2
―
―
0

23,590
―
―
1
―
―
―
―
―
―
―
7
1

2,218
25,823
20,536
6,000
3,000
500
―
―

－4,213
―

25,823

 59 
―
―
―
 80 
―
―

 207 
 33 
―
 60 
―
―
 24 
 20 
 143 
―
―
―
―
―
 2 
―

 633 

72
―
―
―
75
―
―
―
30
―
68
―
0
25
30
33
―
―
―
―
―
0
―

337

■ 金利リスクに関する事項

■ リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャーに
関する事項

現金 
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
法人等向け 
中小企業等向け及び個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
三月以上延滞等
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
出資等
（うち出資等のエクスポージャー）
（うち重要な出資のエクスポージャー）
上記以外
（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に該当するも
の以外のものに係るエクスポージャー）
（うち信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエ
クスポージャー）
（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー）
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調達
手段に関するエクスポージャー）
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調
達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る五パーセント基準額を上回る部分に係るエクスポージャー）
（うち上記以外のエクスポージャー）

355
0
753

753

当 期 末
3,611

185
0
675

675

前 期 末
3,549

0
572

572
ホ ヘ
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■ 信用リスクに関する事項

■ 信用リスク削減手法に関する事項 ■ 派生商品取引及び長期決済期
間取引の取引相手のリスクに
関する事項

　　　　（単位：百万円）

一般貸倒
引 当 金
個別貸倒
引 当 金
合 計

平成30年度  152 
 134 
 923 
 915 
1,075 
1,049 

 129 
 152 
 878 
 923 
1,008 
1,075 

 129 
 152 
 808 
 886 
 938 
1,039 

 152 
 134 
 923 
 915 
1,075 
1,049 

－
－
 69 
 36 
 69 
 36 

令和元年度
平成30年度
令和元年度
平成30年度
令和元年度

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の
　期末残高及び期中の増減額

期首
残高

期末
残高

当 期
増 加 額

当期減少額
目的使用 その他

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

■ 証券化エクスポージャーに関
する事項

（注）1.格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
2.エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。
3.コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除
く）、CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

（単位：百万円）

０％
１０％
２０％
３５％
５０％
７５％
１００％
１５０％
２５０％
１２５０％
その他
合　　計

●リスク・ウェイト区分ごとのエクスポージャーの額等
告示で定める
リスク・ウェイト
区 分 （ ％ ）

エクスポージャーの額
平成３０年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
令和元年度

■ 出資等エクスポージャーに関する事項

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社株式及び関連会社の評価損益）

●貸借対照表計上額及び時価等

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

●出資等エクスポージャーの
　売却及び償却に伴う損益の額

●貸借対照表で認識され、
　かつ、損益計算書で
　認識されない評価損益の額

（注）1.当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。
2.上記「保証」には、信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会、
　株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャーは含まれておりません。

当組合は該当ありません。

－

（注）1.当組合は国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（単位：百万円）

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気･ガス･熱供給･水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国・地 方 公 共 団 体 等
個 人
合  計

平成30年度

個別貸倒引当金

期 首 残 高 当期増加額 期 末 残 高
当期減少額 貸出金償却

目 的 使 用 そ の 他
令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

（注）1．金利リスクの算定手法の概要等は、貸借対照表の注記に記載しております。
2.「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融庁告示第3号(平成31年2月18日）による改正を受け、令和2年3月末から
⊿NIIを開示することとなりましたが、開示初年度につき、当期末分のみを開示しております。

（単位：百万円）

1
2
3
4
5
6
7

8

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本額

IRRBB1：金利リスク

項　　番 ⊿ＥＶＥ ⊿NII
当 期 末

イ ロ ハ ニ

前 期 末 当 期 末 前 期 末

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

 68 
 －
－ 
 2 
 74 
－
－ 
67 
113 
 －

196 
 － 
 4 

140 
 13 
120 
 － 
－
 2 
－
－ 
 5 

808

 56 
－
－
－
 70 
－
－

227 
 96 
－

172 
－
 3 

135 
 6 

116 
－
－
0 
－
－
0 

886 

 9 
－
－
－
－
－
－
－
 5 
－
 12 
－
－
－
 5 
－
－
－
0 
－
－
 2 
 36 

 11 
－ 
 － 
 21 
 25 
－
－
－ 
 6 
－
－
－
－
－ 
 4 
－
－ 
－ 
 －
－ 
－
－ 
 69 

 80 
 －
－ 
 23 
100 
 －
－ 
67 
119 
 － 

196 
 －
 4 

140 
 17 
120 
 －
－ 
 2 
 －
 －
 5 

878 

 66 
 －
－
－ 
 70 
－
－ 

227 
101 
 －

185 
 － 
 3 

135 
 11 
116 
 －
－ 
 1 
－
－ 
 3 

923 

 66 
－
－
－
 70 
－
－

227 
101 
－

185 
－
 3 

135 
 11 
116 
－
－
 1 
－
－
 3 

923 

 54 
－
－
－
 79 
－
－

236 
 90 
－

165 
－
 2 

132 
 7 

142 
－
－
0 
－
－
 4 

915 

 54 
－
－
－
 79 
－
－

236 
 90 
－

165 
－
 2 

132 
 7 

142 
－
－
0 
－
－
 4 

915 

 66 
 － 
 － 
－ 
 70 
－ 
－ 

227 
101 
 － 

185 
 － 
 3 

135 
 11 
116 
－
－ 
 1 
－
－ 
 3 

923 

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－

 1,710 
－
－
－
－
－
－
－
－

 1,710 

 8,546 
 6,638 
 18,447 
 1,653 
 1,476 
 4,929 
 38,962 

 40 
 24 
－
 2 

 80,722 

－
－

1,712
－
－
－

100
－
－
－
－

1,812 

8,059
6,568
23,416
1,831
1,288
5,235
35,956

9
26
－
2

82,395

（注）投資信託等の複数の資産を裏付けとするエクスポージャー（いわゆるファンド）
のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式
等に含めて記載しております。

（単位：百万円）

上 場 株 式 等
非上場株式等
合 計

時 価 時 価貸借対照表
計 上 額

貸借対照表
計 上 額

平成30年度 令和元年度
区　　分

－
 281
281

－
281
281

－
 281
281

－
281
281

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

（単位：百万円）

売 却 益
売 却 損
償 却

平成30年度 令和元年度
－
－
－

－
－
－

上記の項目については該当ありません。

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されな
い評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

（単位：百万円）

評 価 損 益
平成30年度 令和元年度
318 249

（単位：百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
①ソブリン向け
②金融機関向け
③法人等向け
④中小企業等・個人向け
⑤抵当権付住宅ローン
⑥不動産取得等事業向け
⑦三月以上延滞等
⑧その他

令和元年度
適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ信用リスク削減手法

ポートフォリオ 平成30年度 令和元年度平成30年度 令和元年度平成30年度
－
－
－
－
－
－
－
－
－

 882 
－
－
 25 
 857 
－
－
－
－

1,112
 25
－

437
512
0

137
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－

990
－
－
17
972
－
－
－
－

 1,045 
 33 
－

 420 
 451 
－

 140 
－
－

エクスポージャー区分

業 種 区 分
期 間 区 分

信用リスクエクスポージャー期末残高
貸出金、コミットメント及びその他の
デリバティブ以外のオフ・バランス取引

三月以上延滞エクスポージャー
債券 その他

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電 気･ガ ス･熱 供 給 ･水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
1 年 以 下
1 年 超 3 年 以 下
3 年 超 5 年 以 下
5 年 超 7 年 以 下
7 年 超 1 0 年 以 下
1 0 年 超
期 間 の 定 め の な い も の
そ の 他
残 存 期 間 別 合 計

平成３０年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

令和元年度

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

ロ．オペレーショナル・リスク
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

②証券化エクスポージャー
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されな
かったものの額

■ 自己資本の充実度に関する事項

■ 信用リスクに関する事項

（注）1．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
2．「三月以上延滞エクスポージャー」とは元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
3．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。具体的には、現金、固定資産、繰延税金資産などが含まれます。
4．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。　5．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
6．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
＜業種別及び残存期間別＞ （単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
2．「エクスポージャー」とは資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
3．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央
政府及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

4．オペレーショナル・リスクの算出方法は基礎的手法を採用しております。
　＜オペレーショナル・リスクの算出方法＞

5．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

÷8％
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度 平成３０年度 令和元年度

47,287 
47,287 

―
―
―
―
―
―
―
―

 153 
 17 

 3,892 
 5,642 
 3,761 
 578 

30,712 
 77 
0 

 606 
―
 11 
 11 
―

 1,835 

―

 268 

 61 

―

―

 1,506 
―
―
―

―

 2,215 
49,503 

1,891 
1,891 

―
―
―
―
―
―
―
―
 6 
0 

 155 
 225 
 150 
 23 

1,228 
 3 
0 

 24 
―
0 
0 
―
 73 

―

 10 

 2 

―

―

 60 
―
―
―

―

 88 
1,980 

45,344
45,344

―
―
―
―
―
―
―
―

154
18

4,883
5,130
4,018
640

28,189
53
0

596
―
11
11
―

1,646

―

268

65

―

―

1,312
―
―
―

―

2,155
47,500 

1,813
1,813

―
―
―
―
―
―
―
―
6
0

195
205
160
25

1,127
2
0
23
―
0
0
―
65

―

10

2

―

―

52
―
―
―

―

86
1,900

 668 
 39 
―
―

 4,782 
 5 

 371 
 1,941 
 3,255 
 19,739 
 29,619 

 56 
 116 
 625 
 715 
 744 
 5 
 13 

 1,964 
 614 

 8,342 
 6,888 
 1,921 
 82,432 
 24,228 
 8,579 
 4,175 
 5,415 
 5,237 
 38,710 
 －3,914 

 ― 
 82,432 

846
21
―
―

4,938
7

380
1,817
3,217
24,799
26,804

65
94
591
627
788
5
21

2,002
612

7,524
6,822
2,218
84,208
27,616
8,301
7,278
4,820
5,321
34,865
－3,995

―
84,208

 668 
 39 
―
―

 4,782 
 2 

 371 
 1,941 
 3,255 

 8 
 29,519 

 56 
 114 
 625 
 715 
 744 
 5 
 13 

 1,964 
 614 

 3,471 
 6,886 

―
 55,801 
 5,684 
 1,973 
 3,576 
 3,123 
 4,227 
 36,667 
 547 
―

 55,801 

846
21
―
―

4,938
5

380
1,817
3,216

8
26,704

65
92
591
627
788
5
21

2,002
612

2,478
6,820

―
52,044
6,662
1,903
3,469
3,566
3,879
32,345
217
―

52,044

―
―
―
―
―
―
―
―
―

 1,101 
 100 
―
―
―
―
―
―
―
―
―

 4,864 
―
―

 6,065 
 16 
 606 
 598 

 1,792 
 1,009 
 2,042 

―
―

 6,065 

―
―
―
―
―
―
―
―
―

1,200
100
―
―
―
―
―
―
―
―
―

5,039
―
―

6,340
417
397
808
754

1,442
2,519

―
―

6,340

―
―
―
―
―
 2 
―
―
0 

 18,630 
―
―
 1 
―
―
―
―
―
―
―
 7 
 1 

 1,921 
 20,565 
 18,527 
 6,000 

―
 500 
―
―

 －4,461 
―

 20,565 

―
―
―
―
―
2
―
―
0

23,590
―
―
1
―
―
―
―
―
―
―
7
1

2,218
25,823
20,536
6,000
3,000
500
―
―

－4,213
―

25,823

 59 
―
―
―
 80 
―
―

 207 
 33 
―
 60 
―
―
 24 
 20 
 143 
―
―
―
―
―
 2 
―

 633 

72
―
―
―
75
―
―
―
30
―
68
―
0
25
30
33
―
―
―
―
―
0
―

337

■ 金利リスクに関する事項

■ リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャーに
関する事項

現金 
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
法人等向け 
中小企業等向け及び個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
三月以上延滞等
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
出資等
（うち出資等のエクスポージャー）
（うち重要な出資のエクスポージャー）
上記以外
（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に該当するも
の以外のものに係るエクスポージャー）
（うち信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエ
クスポージャー）
（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー）
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調達
手段に関するエクスポージャー）
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調
達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る五パーセント基準額を上回る部分に係るエクスポージャー）
（うち上記以外のエクスポージャー）

355
0
753

753

当 期 末
3,611

185
0
675

675

前 期 末
3,549

0
572

572
ホ ヘ
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●経費の内訳 （単位：千円）

科　　　　目 平成30年度 令和元年度

人 件 費

報 酬 給 料 手 当

退 職 給 付 費 用

そ の 他

物 件 費

事 務 費

固 定 資 産 費

事 業 費

人 事 厚 生 費

減 価 償 却 費

そ の 他

税 金

経 費 合 計

 632,919

 516,110

 49,682

 67,126

 359,283

 183,213

 67,114

 36,469

 7,121

 35,601

 29,763

 12,422

 1,004,625

 589,545 

 472,971 

 47,166 

 69,407 

 360,156 

 171,537 

 75,067 

 40,720 

 11,898 

 33,569 

 27,364 

 11,805 

 961,507 
区　　　分 平成30年度 令和元年度

全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会

日本政策金融公庫（国民生活事業）

日本政策金融公庫（中小企業事業）

商 工 組 合 中 央 金 庫

そ の 他

合 計

●代理貸付残高の内訳 （単位：百万円）

（単位：百万円）

－

0

－

1

－

1

－

－

－

8

－

8

区　　　分
平成30年度

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比
令和元年度

消 費 者 ロ ー ン

住 宅 ロ ー ン

合 計

●消費者ローン・住宅ローン残高

793

4,740

5,533

13.5%

86.5%

100%

719

4,612

5,332

14.3%

85.7%

100%

■ 経営の状況
●業務粗利益及び業務純益等 （単位：千円）

（注）１．資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用を控除することとなっておりますが、当
組合は両年度とも控除する残高はありません。

２．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×100
３．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
４．実質業務純益＝業務純益+一般貸倒引当金繰入額
５．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益
６．当組合は投資信託解約損益がないため、項目「コア業務純益（投資信託解約損益を
除く。）」は表示しておりません。

項　　　目 平成３０年度 令和元年度
資 金 運 用 収 支

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 支

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 の 業 務 収 支

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 業 務 費 用

業 務 粗 利 益

業 務 粗 利 益 率

業 務 純 益

実 質 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益

1,236,296 

1,286,792 

 50,496 

 -29,437 

 54,238 

 83,676 

 4,135 

 4,464 

 328 

1,210,994 

1.30%

 270,541

 251,953

 252,280

1,218,912

1,283,053

64,141

‒25,303

63,606

88,910

 2,119

 2,211

92

1,195,727

1.27%

168,158

191,101

191,107

平成30年度 令和元年度
総 資 産 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

●総資産利益率
区　　　分

(注)　総資産経常(当期純)利益率　＝　 ×100
経常(当期純)利益

総資産(債務保証見返を除く)平均残高

0.24%

0.23%

0.14%

0.14%

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成30年度2,542千円及び令和元年度2,912千円）を控除して表示しております。また、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高を控
除して表示することとなっておりますが、両年度とも控除する残高はありません。

●資金運用勘定・調達勘定の平均残高等 （単位：千円）

年 度 平 均 残 高 利 息 利 回

 94,127,520 

 92,667,225 

 51,084,618 

 53,610,798 

 36,440,663 

 32,638,646 

 6,427,900 

 6,147,928 

 91,643,007 

 89,791,715 

 83,860,621 

 79,404,993 

－

－

 7,707,397 

 10,318,032 

 1,283,053 

 1,286,792 

 1,166,969 

 1,182,617 

 42,570 

 32,518 

 67,410 

 63,726 

 64,141 

 50,496 

 63,799 

 50,161 

－

－

－

 3 

1.36%

1.38%

2.28%

2.20%

0.11%

0.09%

1.04%

1.03%

0.06%

0.05%

0.07%

0.06%

－

－

－

0.00%

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

資 金 運 用 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 預 け 金

う ち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

う ち 預 金 積 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち 借 用 金

科　　　目

●総資金利鞘等
区　　　分 平成30年度 令和元年度

資 金 運 用 利 回

資 金 調 達 原 価 率

総 資 金 利 鞘

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ－Ｂ）

1.38%

1.12%

0.26%

1.36%

1.16%

0.19%

項　　　目 平成30年度 令和元年度
受 取 利 息 の 増 減

支 払 利 息 の 増 減

●受取利息及び支払利息の増減 （単位：千円）

 3,738 

 -13,645 

 27,989 

 ‒21,454 

種  　　目
金　　額 構成比 金　　額 構成比
平成30年度 令和元年度

流 動 性 預 金

定 期 性 預 金

譲 渡 性 預 金

その他の預金

合 計

●預金種目別平均残高 （単位：百万円）

21,915 

57,489 

 －

－

79,404 

27.6%

72.4%

 －

－

100%

21,476

62,383

－

－

83,860

25.6%

74.4%

 －

－

100%

（単位：百万円）●定期預金種類別残高
平成30年度 令和元年度

定 期 預 金

固 定 金 利 定 期 預 金

変 動 金 利 定 期 預 金

53,724 

53,713 

11 

56,276

56,264

11

区　　分
金　　額 構成比 金　　額 構成比

平成30年度 令和元年度

当組合預金積金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

小 計

信用保証協会・信用保険

保 証

信 用

合 計

●担保種類別貸出金残高 （単位：百万円）

1,014

－

－

32,768

106

33,889

6,946

8,231

2,923

51,991

2.0%

－

－

63.0%

0.2%

65.2%

13.4%

15.8%

5.6%

100%

 912 

－

－

 36,058 

 88 

 37,060 

 7,022 

 7,500 

 4,177 

 55,760 

1.6%

－

－

64.7%

0.1%

66.4%

12.6%

13.5%

7.5%

100.0%

科　　　目 平成30年度 令和元年度

当 組 合 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

計

信用保証協会・信用保険

保 証

信 用

合 計

●債務保証見返額の担保別内訳 （単位：百万円）

－

－

－

－

－

－

 0

－

 10

 10

－

－

－

－

－

－

 －

－

 11

 11

（単位：百万円）●貸出金金利区分別残高
平成30年度 令和元年度

貸 出 金

う ち 変 動 金 利

う ち 固 定 金 利

51,991

33,744

18,247

55,760 

36,693 

19,067 

科　　目
金　　額 構成比 金　　額 構成比

平成30年度 令和元年度

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

合 計

●貸出金種類別平均残高 （単位：百万円）

408

4,994

44,982

698

51,084

0.8%

9.8%

88.0%

1.4%

100%

307 

5,150 

47,530 

622 

53,610 

0.6%

9.6%

88.6%

1.2%

100.0%

区　　分
金　　額 構成比 金　　額 構成比

平成30年度 令和元年度

運 転 資 金

設 備 資 金

合 計

●貸出金使途別残高 （単位：百万円）

16,082

35,908

51,991

30.9%

69.1%

100%

16,757

39,003

55,760

30.1%

69.9%

100%
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●経費の内訳 （単位：千円）

科　　　　目 平成30年度 令和元年度

人 件 費

報 酬 給 料 手 当

退 職 給 付 費 用

そ の 他

物 件 費

事 務 費

固 定 資 産 費

事 業 費

人 事 厚 生 費

減 価 償 却 費

そ の 他

税 金

経 費 合 計

 632,919

 516,110

 49,682

 67,126

 359,283

 183,213

 67,114

 36,469

 7,121

 35,601

 29,763

 12,422

 1,004,625

 589,545 

 472,971 

 47,166 

 69,407 

 360,156 

 171,537 

 75,067 

 40,720 

 11,898 

 33,569 

 27,364 

 11,805 

 961,507 
区　　　分 平成30年度 令和元年度

全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会

日本政策金融公庫（国民生活事業）

日本政策金融公庫（中小企業事業）

商 工 組 合 中 央 金 庫

そ の 他

合 計

●代理貸付残高の内訳 （単位：百万円）

（単位：百万円）

－

0

－

1

－

1

－

－

－

8

－

8

区　　　分
平成30年度

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比
令和元年度

消 費 者 ロ ー ン

住 宅 ロ ー ン

合 計

●消費者ローン・住宅ローン残高

793

4,740

5,533

13.5%

86.5%

100%

719

4,612

5,332

14.3%

85.7%

100%

■ 経営の状況
●業務粗利益及び業務純益等 （単位：千円）

（注）１．資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用を控除することとなっておりますが、当
組合は両年度とも控除する残高はありません。

２．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×100
３．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
４．実質業務純益＝業務純益+一般貸倒引当金繰入額
５．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益
６．当組合は投資信託解約損益がないため、項目「コア業務純益（投資信託解約損益を
除く。）」は表示しておりません。

項　　　目 平成３０年度 令和元年度
資 金 運 用 収 支

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 支

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 の 業 務 収 支

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 業 務 費 用

業 務 粗 利 益

業 務 粗 利 益 率

業 務 純 益

実 質 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益

1,236,296 

1,286,792 

 50,496 

 -29,437 

 54,238 

 83,676 

 4,135 

 4,464 

 328 

1,210,994 

1.30%

 270,541

 251,953

 252,280

1,218,912

1,283,053

64,141

‒25,303

63,606

88,910

 2,119

 2,211

92

1,195,727

1.27%

168,158

191,101

191,107

平成30年度 令和元年度
総 資 産 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

●総資産利益率
区　　　分

(注)　総資産経常(当期純)利益率　＝　 ×100
経常(当期純)利益

総資産(債務保証見返を除く)平均残高

0.24%

0.23%

0.14%

0.14%

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成30年度2,542千円及び令和元年度2,912千円）を控除して表示しております。また、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高を控
除して表示することとなっておりますが、両年度とも控除する残高はありません。

●資金運用勘定・調達勘定の平均残高等 （単位：千円）

年 度 平 均 残 高 利 息 利 回

 94,127,520 

 92,667,225 

 51,084,618 

 53,610,798 

 36,440,663 

 32,638,646 

 6,427,900 

 6,147,928 

 91,643,007 

 89,791,715 

 83,860,621 

 79,404,993 

－

－

 7,707,397 

 10,318,032 

 1,283,053 

 1,286,792 

 1,166,969 

 1,182,617 

 42,570 

 32,518 

 67,410 

 63,726 

 64,141 

 50,496 

 63,799 

 50,161 

－

－

－

 3 

1.36%

1.38%

2.28%

2.20%

0.11%

0.09%

1.04%

1.03%

0.06%

0.05%

0.07%

0.06%

－

－

－

0.00%

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

平成３０年度

令和元年度

資 金 運 用 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 預 け 金

う ち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

う ち 預 金 積 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち 借 用 金

科　　　目

●総資金利鞘等
区　　　分 平成30年度 令和元年度

資 金 運 用 利 回

資 金 調 達 原 価 率

総 資 金 利 鞘

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ－Ｂ）

1.38%

1.12%

0.26%

1.36%

1.16%

0.19%

項　　　目 平成30年度 令和元年度
受 取 利 息 の 増 減

支 払 利 息 の 増 減

●受取利息及び支払利息の増減 （単位：千円）

 3,738 

 -13,645 

 27,989 

 ‒21,454 

種  　　目
金　　額 構成比 金　　額 構成比
平成30年度 令和元年度

流 動 性 預 金

定 期 性 預 金

譲 渡 性 預 金

その他の預金

合 計

●預金種目別平均残高 （単位：百万円）

21,915 

57,489 

 －

－

79,404 

27.6%

72.4%

 －

－

100%

21,476

62,383

－

－

83,860

25.6%

74.4%

 －

－

100%

（単位：百万円）●定期預金種類別残高
平成30年度 令和元年度

定 期 預 金

固 定 金 利 定 期 預 金

変 動 金 利 定 期 預 金

53,724 

53,713 

11 

56,276

56,264

11

区　　分
金　　額 構成比 金　　額 構成比

平成30年度 令和元年度

当組合預金積金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

小 計

信用保証協会・信用保険

保 証

信 用

合 計

●担保種類別貸出金残高 （単位：百万円）

1,014

－

－

32,768

106

33,889

6,946

8,231

2,923

51,991

2.0%

－

－

63.0%

0.2%

65.2%

13.4%

15.8%

5.6%

100%

 912 

－

－

 36,058 

 88 

 37,060 

 7,022 

 7,500 

 4,177 

 55,760 

1.6%

－

－

64.7%

0.1%

66.4%

12.6%

13.5%

7.5%

100.0%

科　　　目 平成30年度 令和元年度

当 組 合 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

計

信用保証協会・信用保険

保 証

信 用

合 計

●債務保証見返額の担保別内訳 （単位：百万円）

－

－

－

－

－

－

 0

－

 10

 10

－

－

－

－

－

－

 －

－

 11

 11

（単位：百万円）●貸出金金利区分別残高
平成30年度 令和元年度

貸 出 金

う ち 変 動 金 利

う ち 固 定 金 利

51,991

33,744

18,247

55,760 

36,693 

19,067 

科　　目
金　　額 構成比 金　　額 構成比

平成30年度 令和元年度

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

合 計

●貸出金種類別平均残高 （単位：百万円）

408

4,994

44,982

698

51,084

0.8%

9.8%

88.0%

1.4%

100%

307 

5,150 

47,530 

622 

53,610 

0.6%

9.6%

88.6%

1.2%

100.0%

区　　分
金　　額 構成比 金　　額 構成比

平成30年度 令和元年度

運 転 資 金

設 備 資 金

合 計

●貸出金使途別残高 （単位：百万円）

16,082

35,908

51,991

30.9%

69.1%

100%

16,757

39,003

55,760

30.1%

69.9%

100%



●有価証券種類別残存期間別残高

●商品有価証券、金銭の信託、金融先物、デリバ
　ティブ等商品取引

区 分 １年
以下

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外国証券

そ の 他

合 計

平成30年度 （単位：百万円）

当組合は取扱しておりません。

１年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合 計

区 分 １年
以下

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外国証券

そ の 他

合 計

令和元年度 （単位：百万円）

１年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合 計

－

－

 1,641 

－

 204 

－

 1,845 

－

－

－

－

－

－

－

－

－

 623 

－

－

－

 623 

－

－

－

－

 613 

－

 613 

－

 714 

－

－

 358 

－

 1,072 

－

 2,143 

－

－

－

－

 2,143 

－

－

－

 11 

－

－

 11 

－

 2,857 

 2,264 

 11 

 1,176 

－

 6,309 

－

－

 570 

－

 203 

－

 773 

 300 

－

 100 

－

－

－

 400 

－

－

－

－

 406 

－

 406 

－

－

 632 

－

 219 

－

 852 

－

 91 

 1,094 

－

 373 

－

 1,559 

－

 2,648 

－

－

－

－

 2,648 

－

－

－

 11 

－

－

 11 

 300 

 2,739 

 2,397 

 11 

 1,203 

－

 6,652 

科　　目
金　　額 構成比 金　　額 構成比
平成30年度 令和元年度

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 証 券

合 計

●有価証券種類別平均残高 （単位：百万円）

（注）貸付有価証券、短期社債は保有しておりません。

 141 

 2,600 

 2,297 

 11 

 1,098 

－

 6,147 

2.3%

42.3%

37.4%

0.2%

17.8%

－

100%

300

2,685

2,333

11

1,097

－

6,427

4.7%

41.7%

36.3%

0.2%

17.1%

－

100%

（単位：百万円）

項　　目 増 減 額

●貸倒引当金の内訳

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合 計

平成30年度 令和元年度

152

923

1,075

134

 915

 1,049

 -18

 -8

 -26

（単位：百万円）

項　　目 増 減 額

●貸出金償却額

－貸出金償却額

平成30年度 令和元年度

－ －

(注)業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

業 種 別
平成３０年度

金 額 構成比
令和元年度

金 額 構成比

●貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円）

製 造 業
農 業 、林 業
漁 業
鉱業、採石業、
砂 利 採 取 業

建 設 業
電 気･ガ ス･  
熱供給･水道業

情 報 通 信 業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・
技術サービス業

宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、
娯 楽 業

教 育 、
学 習 支 援 業

医 療 、福 祉
その他のサービス
その他の産業
小 計
国・地方公共団体
個人(住宅･消費･
納税資金等)

合 計

839
 16
－

－

 4,851
 
3

 380
 1,815
 3,173

 6
26,526

 65
 
59

 590
 550
 
708

 
5

 21
1,937
612

42,164
 2,475

7,351

 51,991

1.6%
0.0%
－

－

9.3%

0.0%

0.7%
3.5%
6.1%
0.0%
51.0%
0.1%

0.1%

1.1%
1.1%

1.4%

0.0%

0.0%
3.7%
1.2%
81.1%
4.8%

14.1%

100%

 666 
 38 
－

－

 4,717 

 2 

 371 
 1,932 
 3,213 

 5 
 29,363 

 56 

 60 

 625 
 647 

 670 

 5 

 13 
 1,909 
 614 

 44,914 
 3,471 

 7,374 

 55,760 

1.2%
0.1%
－

－

8.5%

0.0%

0.7%
3.5%
5.8%
0.0%
52.7%
0.1%

0.1%

1.1%
1.2%

1.2%

0.0%

0.0%
3.4%
1.1%
80.5%
6.2%

13.2%

100%

項　　　目 平成30年度 令和元年度 増　　減

預貸率
期 末

期中平均

●預貸率

72.84%

67.51%

7.12%

6.60%

65.72%

60.91%

(注)　預貸率　＝　 ×100
貸出金

預金積金+譲渡性預金

項　　　目 平成30年度 令和元年度 増　　減

預証率
期 末

期中平均

●預証率

8.24%

7.74%

‒0.17%

0.08%

8.41%

7.66%

(注)　預証率　＝　 ×100
有価証券

預金積金+譲渡性預金

（単位：百万円）

区   分 取 得 原 価 貸借対照表
計 上 額

評 価 差 額
うち益 うち損

●有価証券の時価情報

平成30年度

(注）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

(注）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

　有価証券で時価のある債券は下記のとおりです。
　なお、売買目的有価証券に区分した有価証券、並びに子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は保有しておりません。

【その他有価証券で時価のあるもの】

株     式
債     券
国   債
地方債
社   債
そ の 他
合 計

区   分 取 得 原 価 貸借対照表
計 上 額

評 価 差 額
うち益 うち損

令和元年度

株     式
債     券
国   債
地方債
社   債
そ の 他
合 計

（単位：百万円）

区   分 貸借対照表
計 上 額

差 額
うち益 うち損

平成30年度
【満期保有目的の債券で時価のあるもの】

国　　債
地 方 債
社     債
そ の 他
合 計

区   分 貸借対照表
計 上 額

差 額
うち益 うち損

令和元年度

国 債
地 方 債
社 債
そ の 他
合 計

時 価 時 価

－
 4,650 

－
 2,451 
 2,198 
 1,098 
 5,749 

－
 4,822 

－
 2,557 
 2,264 
 1,176 
 5,998 

－ 
 171 
－

 105 
 66 
 77 
 249 

－
 171 
－

 105 
 66 
 78 
 250 

－
0 
－
0 
－
 1 
 1 

－
 5,125
 300

 2,609
 2,215
 1,097
 6,223

－
 5,337
 300

 2,739
 2,297
 1,203
 6,541

－
212
0

130
81
106
318

－
212
0

130
81
106
318

－
－
－
－
－
－
－

－ 
300 
－ 
－ 

300

－ 
298  
－ 
－ 

298

－ 
-1
－ 
－ 
-1

－ 
－ 
－
－ 
－

－
1
－ 
－ 
1

－ 
－ 

100 
－ 

100

－ 
－ 

100 
－ 

100

－ 
－ 
0
－ 
0

－ 
－ 
－
－ 
－

－
－ 
0
－ 
0

■ 報酬体系について
１．対象役員
　当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬
体系を開示しております。

２．対象職員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員」は、
当組合の職員で対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬
等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な
影響を与える者をいいます。
　なお、令和元年度において、対象職員に該当する者はおりま
せん。
（注）1．対象職員には、期中に退職した者も含めております。 

2．「同等額」は、令和元年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
3．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退
職金支給規程」に基づき支払っております。

　　　なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、職員が
過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

（１）報酬体系の概要
【基本報酬】
　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において
理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定し
ております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては、役位や在任年
数等を勘案し、当組合の理事会において決定しております。また、各
監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しており
ます。
【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、
退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当組合では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関
して、主として次の事項を規程で定めております。
　a.支給基準　ｂ.支給の時期等

（２）役員に対する報酬

（注）1．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第4号
「附属明細書」における役員に対する報酬です。
2．支払人数は理事11名、監事2名です。

区 分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額

46
9
55

68
13
81

理 事
監 事
合 計

（単位：百万円）

（３）その他
「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第
6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合
等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして
金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金
融庁告示第23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はあ
りません。
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●有価証券種類別残存期間別残高

●商品有価証券、金銭の信託、金融先物、デリバ
　ティブ等商品取引

区 分 １年
以下

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外国証券

そ の 他

合 計

平成30年度 （単位：百万円）

当組合は取扱しておりません。

１年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合 計

区 分 １年
以下

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外国証券

そ の 他

合 計

令和元年度 （単位：百万円）

１年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合 計

－

－

 1,641 

－

 204 

－

 1,845 

－

－

－

－

－

－

－

－

－

 623 

－

－

－

 623 

－

－

－

－

 613 

－

 613 

－

 714 

－

－

 358 

－

 1,072 

－

 2,143 

－

－

－

－

 2,143 

－

－

－

 11 

－

－

 11 

－

 2,857 

 2,264 

 11 

 1,176 

－

 6,309 

－

－

 570 

－

 203 

－

 773 

 300 

－

 100 

－

－

－

 400 

－

－

－

－

 406 

－

 406 

－

－

 632 

－

 219 

－

 852 

－

 91 

 1,094 

－

 373 

－

 1,559 

－

 2,648 

－

－

－

－

 2,648 

－

－

－

 11 

－

－

 11 

 300 

 2,739 

 2,397 

 11 

 1,203 

－

 6,652 

科　　目
金　　額 構成比 金　　額 構成比
平成30年度 令和元年度

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 証 券

合 計

●有価証券種類別平均残高 （単位：百万円）

（注）貸付有価証券、短期社債は保有しておりません。

 141 

 2,600 

 2,297 

 11 

 1,098 

－

 6,147 

2.3%

42.3%

37.4%

0.2%

17.8%

－

100%

300

2,685

2,333

11

1,097

－

6,427

4.7%

41.7%

36.3%

0.2%

17.1%

－

100%

（単位：百万円）

項　　目 増 減 額

●貸倒引当金の内訳

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合 計

平成30年度 令和元年度

152

923

1,075

134

 915

 1,049

 -18

 -8

 -26

（単位：百万円）

項　　目 増 減 額

●貸出金償却額

－貸出金償却額

平成30年度 令和元年度

－ －

(注)業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

業 種 別
平成３０年度

金 額 構成比
令和元年度

金 額 構成比

●貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円）

製 造 業
農 業 、林 業
漁 業
鉱業、採石業、
砂 利 採 取 業

建 設 業
電 気･ガ ス･  
熱供給･水道業

情 報 通 信 業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・
技術サービス業

宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、
娯 楽 業

教 育 、
学 習 支 援 業

医 療 、福 祉
その他のサービス
その他の産業
小 計
国・地方公共団体
個人(住宅･消費･
納税資金等)

合 計

839
 16
－

－

 4,851
 
3

 380
 1,815
 3,173

 6
26,526

 65
 
59

 590
 550
 
708

 
5

 21
1,937
612

42,164
 2,475

7,351

 51,991

1.6%
0.0%
－

－

9.3%

0.0%

0.7%
3.5%
6.1%
0.0%
51.0%
0.1%

0.1%

1.1%
1.1%

1.4%

0.0%

0.0%
3.7%
1.2%
81.1%
4.8%

14.1%

100%

 666 
 38 
－

－

 4,717 

 2 

 371 
 1,932 
 3,213 

 5 
 29,363 

 56 

 60 

 625 
 647 

 670 

 5 

 13 
 1,909 
 614 

 44,914 
 3,471 

 7,374 

 55,760 

1.2%
0.1%
－

－

8.5%

0.0%

0.7%
3.5%
5.8%
0.0%
52.7%
0.1%

0.1%

1.1%
1.2%

1.2%

0.0%

0.0%
3.4%
1.1%
80.5%
6.2%

13.2%

100%

項　　　目 平成30年度 令和元年度 増　　減

預貸率
期 末

期中平均

●預貸率

72.84%

67.51%

7.12%

6.60%

65.72%

60.91%

(注)　預貸率　＝　 ×100
貸出金

預金積金+譲渡性預金

項　　　目 平成30年度 令和元年度 増　　減

預証率
期 末

期中平均

●預証率

8.24%

7.74%

‒0.17%

0.08%

8.41%

7.66%

(注)　預証率　＝　 ×100
有価証券

預金積金+譲渡性預金

（単位：百万円）

区   分 取 得 原 価 貸借対照表
計 上 額

評 価 差 額
うち益 うち損

●有価証券の時価情報

平成30年度

(注）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

(注）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

　有価証券で時価のある債券は下記のとおりです。
　なお、売買目的有価証券に区分した有価証券、並びに子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は保有しておりません。

【その他有価証券で時価のあるもの】

株     式
債     券
国   債
地方債
社   債
そ の 他
合 計

区   分 取 得 原 価 貸借対照表
計 上 額

評 価 差 額
うち益 うち損

令和元年度

株     式
債     券
国   債
地方債
社   債
そ の 他
合 計

（単位：百万円）

区   分 貸借対照表
計 上 額

差 額
うち益 うち損

平成30年度
【満期保有目的の債券で時価のあるもの】

国　　債
地 方 債
社     債
そ の 他
合 計

区   分 貸借対照表
計 上 額

差 額
うち益 うち損

令和元年度

国 債
地 方 債
社 債
そ の 他
合 計

時 価 時 価

－
 4,650 

－
 2,451 
 2,198 
 1,098 
 5,749 

－
 4,822 

－
 2,557 
 2,264 
 1,176 
 5,998 

－ 
 171 
－

 105 
 66 
 77 
 249 

－
 171 
－

 105 
 66 
 78 
 250 

－
0 
－
0 
－
 1 
 1 

－
 5,125
 300

 2,609
 2,215
 1,097
 6,223

－
 5,337
 300

 2,739
 2,297
 1,203
 6,541

－
212
0

130
81
106
318

－
212
0

130
81
106
318

－
－
－
－
－
－
－

－ 
300 
－ 
－ 

300

－ 
298  
－ 
－ 

298

－ 
-1
－ 
－ 
-1

－ 
－ 
－
－ 
－

－
1
－ 
－ 
1

－ 
－ 

100 
－ 

100

－ 
－ 

100 
－ 

100

－ 
－ 
0
－ 
0

－ 
－ 
－
－ 
－

－
－ 
0
－ 
0

■ 報酬体系について
１．対象役員
　当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬
体系を開示しております。

２．対象職員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員」は、
当組合の職員で対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬
等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な
影響を与える者をいいます。
　なお、令和元年度において、対象職員に該当する者はおりま
せん。
（注）1．対象職員には、期中に退職した者も含めております。 

2．「同等額」は、令和元年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
3．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退
職金支給規程」に基づき支払っております。

　　　なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、職員が
過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

（１）報酬体系の概要
【基本報酬】
　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において
理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定し
ております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては、役位や在任年
数等を勘案し、当組合の理事会において決定しております。また、各
監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しており
ます。
【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、
退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当組合では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関
して、主として次の事項を規程で定めております。
　a.支給基準　ｂ.支給の時期等

（２）役員に対する報酬

（注）1．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第4号
「附属明細書」における役員に対する報酬です。
2．支払人数は理事11名、監事2名です。

区 分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額

46
9
55

68
13
81

理 事
監 事
合 計

（単位：百万円）

（３）その他
「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第
6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合
等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして
金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金
融庁告示第23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はあ
りません。
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■ 店舗の一覧及びキャッシュサービスコーナーのご案内

■ 店外キャッシュサービスコーナー

※栗山支店長沼出張所は令和2年8月3日に長沼町役場庁舎内（夕張郡長沼町中央北1丁目1番1号）へ移転します。
（注）　空知しんくみのキャッシュカードは、提携金融機関のATMでお引出し・残高照会のご利用ができ、ゆうちょ銀行のATMでは、お預入れ・お引出し・残高照会をご利用いただけます。なお、残高

照会以外は手数料が必要となります。

滝 川 支 店

砂 川 支 店

岩見沢支店

東苗穂支店

札 幌 支 店

本店営業部

赤 平 支 店

富良野支店
旭川市

夕張市

岩見沢市

留萌市

美唄市

江別市

赤平市

三笠市

滝川市

砂川市
歌志内市

深川市

富良野市

北広島市

新篠津村

南幌町

奈井江町
上砂川町

由仁町長沼町

栗山町

月形町

浦臼町

新十津川町
妹背牛町

秩父別町

雨竜町

北竜町

沼田町

幌加内町

鷹栖町

東神楽町 東川町

美瑛町

上富良野町
中富良野町

南富良野町

占冠村

増毛町

小平町

苫前町

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町

幌延町

札幌市

栗 山 支 店

7

3

2

5

1

6

8

9

4

営業地区営業地区

本店営業部1 岩見沢支店2 砂川支店3

栗山支店4 札幌支店5 東苗穂支店6

滝川支店7 赤平支店8 富良野支店9

芦別市

店　　　名 所　　　在　　　地
キャッシュサービスコーナーのご利用時間

土・日・祝 祭 日

9:00～17:00

平　　　日

9:00～19:00

9:00～17:30

9:00～17:00

9:00～17:30

9:00～18:00

9:00～17:30

9:00～18:00

9:00～17:30

三笠市岡山１０５９番地１（イオンスーパーセンター三笠店内）

空知郡奈井江町字奈井江町52番地

三笠市多賀町１１番地９

夕張郡長沼町銀座南１丁目１番９号

岩見沢市美園６条７丁目６番１号

芦別市北１条東１丁目６番地

赤平市茂尻中央町南３丁目

深川市４条９番４０（深川市地域交流施設「プラザ深川」内）

空知郡上富良野町錦町２丁目４番９号

空知郡上富良野町南町４丁目（陸上自衛隊上富良野駐屯地内）

留萌市末広町２丁目３番２４号

岩 見 沢 支 店
イオンスーパーセンター三笠店出張所

奈 井 江 出 張 所

三 笠 出 張 所

※ 栗 山 支 店 長 沼 出 張 所

美 園 出 張 所

芦 別 出 張 所

赤 平 支 店 茂 尻 出 張 所

深 川 出 張 所

上 富 良 野 出 張 所

陸上自衛隊上富良野駐屯地出張所

留 萌 出 張 所

本 店 営 業 部

岩 見 沢 支 店

砂 川 支 店

栗 山 支 店

札 幌 支 店

東 苗 穂 支 店

滝 川 支 店

赤 平 支 店

富 良 野 支 店

072-0025

068-0024

073-0161

069-1511

003-0022

007-0810

073-0031

079-1141

076-0024

美唄市西２条南２丁目１番１号

岩見沢市４条西２丁目１１番地

砂川市西１条北３丁目１番１号

夕張郡栗山町中央３丁目６０番地

札幌市白石区南郷通１３丁目南５番４号

札幌市東区東苗穂10条3丁目10番1号

滝川市栄町２丁目３番２１号

赤平市大町１丁目１番地

富良野市幸町３番８号

0126-62-6161

0126-24-6211

0125-52-4201

0123-72-0632

011-863-4661

011-791-5211

0125-22-4381

0125-32-3281

0167-23-5101

８：４５～１８：００
（本店営業部は土・日・祝祭日の

９：００～１５：００もご利用いただけます。）

平日

キャッシュサービスコーナー
の ご 利 用 時 間店　　名 所　　在　　地 電 話 番 号
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■ 店舗の一覧及びキャッシュサービスコーナーのご案内

■ 店外キャッシュサービスコーナー

※栗山支店長沼出張所は令和2年8月3日に長沼町役場庁舎内（夕張郡長沼町中央北1丁目1番1号）へ移転します。
（注）　空知しんくみのキャッシュカードは、提携金融機関のATMでお引出し・残高照会のご利用ができ、ゆうちょ銀行のATMでは、お預入れ・お引出し・残高照会をご利用いただけます。なお、残高

照会以外は手数料が必要となります。

滝 川 支 店

砂 川 支 店

岩見沢支店

東苗穂支店

札 幌 支 店

本店営業部

赤 平 支 店

富良野支店
旭川市

夕張市

岩見沢市

留萌市

美唄市

江別市

赤平市

三笠市

滝川市

砂川市
歌志内市

深川市

富良野市

北広島市

新篠津村

南幌町

奈井江町
上砂川町

由仁町長沼町

栗山町

月形町

浦臼町

新十津川町
妹背牛町

秩父別町

雨竜町

北竜町

沼田町

幌加内町

鷹栖町

東神楽町 東川町

美瑛町

上富良野町
中富良野町

南富良野町

占冠村

増毛町

小平町

苫前町

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町

幌延町

札幌市

栗 山 支 店

7

3

2

5

1

6

8

9

4

営業地区営業地区

本店営業部1 岩見沢支店2 砂川支店3

栗山支店4 札幌支店5 東苗穂支店6

滝川支店7 赤平支店8 富良野支店9

芦別市

店　　　名 所　　　在　　　地
キャッシュサービスコーナーのご利用時間

土・日・祝 祭 日

9:00～17:00

平　　　日

9:00～19:00

9:00～17:30

9:00～17:00

9:00～17:30

9:00～18:00

9:00～17:30

9:00～18:00

9:00～17:30

三笠市岡山１０５９番地１（イオンスーパーセンター三笠店内）

空知郡奈井江町字奈井江町52番地

三笠市多賀町１１番地９

夕張郡長沼町銀座南１丁目１番９号

岩見沢市美園６条７丁目６番１号

芦別市北１条東１丁目６番地

赤平市茂尻中央町南３丁目

深川市４条９番４０（深川市地域交流施設「プラザ深川」内）

空知郡上富良野町錦町２丁目４番９号

空知郡上富良野町南町４丁目（陸上自衛隊上富良野駐屯地内）

留萌市末広町２丁目３番２４号

岩 見 沢 支 店
イオンスーパーセンター三笠店出張所

奈 井 江 出 張 所

三 笠 出 張 所

※ 栗 山 支 店 長 沼 出 張 所

美 園 出 張 所

芦 別 出 張 所

赤 平 支 店 茂 尻 出 張 所

深 川 出 張 所

上 富 良 野 出 張 所

陸上自衛隊上富良野駐屯地出張所

留 萌 出 張 所

本 店 営 業 部

岩 見 沢 支 店

砂 川 支 店

栗 山 支 店

札 幌 支 店

東 苗 穂 支 店

滝 川 支 店

赤 平 支 店

富 良 野 支 店

072-0025

068-0024

073-0161

069-1511

003-0022

007-0810

073-0031

079-1141

076-0024

美唄市西２条南２丁目１番１号

岩見沢市４条西２丁目１１番地

砂川市西１条北３丁目１番１号

夕張郡栗山町中央３丁目６０番地

札幌市白石区南郷通１３丁目南５番４号

札幌市東区東苗穂10条3丁目10番1号

滝川市栄町２丁目３番２１号

赤平市大町１丁目１番地

富良野市幸町３番８号

0126-62-6161

0126-24-6211

0125-52-4201

0123-72-0632

011-863-4661

011-791-5211

0125-22-4381

0125-32-3281

0167-23-5101

８：４５～１８：００
（本店営業部は土・日・祝祭日の

９：００～１５：００もご利用いただけます。）

平日

キャッシュサービスコーナー
の ご 利 用 時 間店　　名 所　　在　　地 電 話 番 号
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店舗のご案内 店舗のご案内
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＜表紙について＞
場所：安田侃彫刻美術館 アルテピアッツァ美唄
作者：安田　侃
作品名：帰門（きもん）

「空知商工信用組合のシンボルマーク」

「新しい芽が大きく伸びる」ことを期待し、
昭和51年、現在の本店新築時から当組合
のシンボルマークとしております。

SORACHI SHINKUMI
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